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第１章 計画の目的と位置づけ                

 

１．背景 

小金井市は、平成５年度に「緑ゆたかで快適な魅力あるまち」を将来像とした住宅マスタープランを

策定し、平成１３年度の改定後、平成２３年度には、多様化する住宅へのニーズに対応するため、「心安

らぎ・緑に包まれながら・ともに支え合うまち」を将来像とした新たな住宅マスタープランを策定しま

した。 

この間、国では住宅の質の向上による豊かな住生活を実現するため、平成１８年６月の「住生活基本

法」の制定を経て、同年９月に「住生活基本計画（全国計画）」を策定し、平成２３年３月、平成２８年

３月、令和３年３月に「住生活基本計画（全国計画）」の見直しが実施されました。 

また、東京都においても、平成１８年１２月に改正された「東京都住宅基本条例」に基づき、平成１

９年３月に「東京都住宅マスタープラン」を策定し、平成２３年度、平成２８年度、令和３年度に計画

の見直しが実施されています。 

こうした中、現行の「小金井市住宅マスタープラン」策定から１０年が経過し、市民の世帯構成、生

活スタイル、雇用環境等の社会情勢の変化や住宅関連の計画・法令等の見直しにより、住宅に対するニ

ーズは多様化、高度化しています。 

これらの変化に対応するため、まちづくりや福祉等各部門との連携を図りながら、住宅施策を総合的

かつ計画的に推進する「小金井市住宅マスタープラン」を改定します。 

 

 

 

 

 

 

２．目的 

本計画は、「第５次小金井市基本構想」における将来像「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の

輪 小金井市」の実現を目指すための住宅政策の総合的な計画として、住宅政策の基本目標と施策を展

開し、良好な住宅・住環境を実現するための指針として策定します。 
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３．計画の位置付け 

市の上位計画である「第５次小金井市基本構想・基本計画」、「小金井市都市計画マスタープラン」等

の関連計画及び国の「住生活基本計画（全国計画）」や東京都の「東京都住宅マスタープラン」等と連携

を図りながら、本市の住宅を取り巻く諸施策を総合的に展開する計画として位置づけます。 

 

図 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の期間 

本計画の期間は、令和４年度から令和１３年度までの１０年間を基本とし、社会経済情勢の変化、本

計画に位置づけた施策の進捗状況や関連計画等との整合を踏まえ、必要に応じて概ね５年を目途に見直

しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な小金井市関連計画 

・小金井市地域防災計画 

・小金井市国土強靭化地域計画 

・小金井市みどりの基本計画 

・小金井市地域福祉計画 

・小金井市耐震改修促進計画 

・その他関連計画 

 

 

小金井市住宅 

マスタープラン 

 (令和４～13 年度) 

東京都住宅計画 

・東京都住宅マスタープラン 

(住生活基本計画) 

第５次小金井市基本構想・基本計画 

小金井市都市計画 

マスタープラン 

小金井市 国・東京都 

全国計画 

・住生活基本計画 

(全国計画) 

 

 

多摩部１９都市計画 

・住宅市街地の開発整備

の方針 
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第２章 上位計画等の整理                

１．住宅に関する主な国の法令等 

 

（１） 住生活基本法（平成１８年６月公布・施行、平成２３年８月最終改正） 

本法律は、国民に安全かつ安心な住宅を十分に供給することを目的とした住宅政策の指針となる

法律で、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策に関して「基本理念」「国・地方公共団

体・住宅関連事業者・居住者など関係者の責務」「住生活基本計画の策定」等が位置づけられていま

す。 

 

（２） 建築物の耐震改修の促進に関する法律 

（平成７年１０月公布、平成３１年１月最終改正） 

本法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、建

築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図

り、公共の福祉の確保に資することを目的としています。 

社会情勢に合わせて改正が重ねられており、近年では平成３１年１月には避難路沿道の一定規

模以上のブロック塀等について、建物本体と同様に、耐震診断の実施及び診断結果の報告を義務

付けられました。 

 

（３） 住宅の品質確保の促進等に関する法律 

（平成１１年６月公布、平成２８年４月最終改正） 

本法律は、「新築住宅の瑕疵担保責任に関する特例」「住宅性能表示制度」「住宅専門の紛争処理

体制」の３本柱により、良質な住宅を安心して取得できる住宅市場をサポートすることを目的と

しています。 

平成２８年の改正では、住宅性能表示制度の見直しにより、「日本住宅性能表示基準」及び「評

価方法基準」等が改定されました。 

 

（４） 特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度（「安心 R住宅」制度） 

（平成２９年１１月公布） 

既存住宅の流通促進に向けて、「不安」「汚い」「わからない」といった従来のいわゆる「中古住

宅」のマイナスイメージを払拭し、「住みたい」「買いたい」既存住宅を選択できる環境の整備を

図るため「安心Ｒ住宅」制度（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）が平成２９年１２月

に施行されました。 
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（５） マンションの管理の適正化の推進に関する法律 

（平成１２年１２月公布、令和２年６月改正法公布後２年以内に施行） 

本法律は、管理組合を適正に運営するため、マンション管理士の資格を定め、マンション管理

業者の登録制度を実施する等、マンション管理業者の資質の担保を図り、マンションにおける良

好な居住環境の確保を図ることを目的としています。 

改正により、市区（町村部は都道府県）によるマンション管理適正化推進計画の策定（任意）

や、管理組合に対して指導・助言等を実施することとし、マンション管理適正化の推進を図るこ

とが示されました。 

 

（６） マンションの建替え等の円滑化に関する法律 

（平成１４年６月公布、令和２年６月改正法公布後２年以内に施行） 

本法律は、今後の老朽化マンションの急増に対応して、区分所有者による良好な居住環境を備

えたマンションへの建替えを円滑化し、民間が主体となった都市の再生を図るため、マンション

建替組合の設立、権利変換手法による関係権利の円滑な移行を進め、マンションにおける良好な

居住環境の確保を図ることを目的としています。 

改正により、マンションの建替え等の円滑化に関する法律では、除却の必要性に係る認定対象

の拡充や団地における敷地分割制度が創設されました。 

 

（７） マンション標準管理規約（平成１６年１月制定、平成２９年８月改正） 

平成３０年６月に住宅宿泊事業法（民泊新法）が施行され、これに伴いマンション標準管理規

約及び同コメントの改正では、住宅宿泊事業（民泊）については、可能か禁止か規約に明記する

ことが望ましい旨が追加されました。 

 

（８） 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

（住宅セーフティネット法） （平成１９年７月公布、平成２９年１０月最終改正） 

本法律は、低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを育成する家庭その他住宅の確保

に特に配慮を要する者に対する賃貸住宅の供給の促進に関して、国民生活の安定向上と社会福祉

の増進を図ることを目的としています。 

平成住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度など、既存の民間賃貸住宅や空き

家を活用して住宅を供給する「新たな住宅セーフティネット制度」の構築を内容とする改正が行

われました。 
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（９） 長期優良住宅の普及の促進に関する法律 

（平成２０年１２月公布、平成２１年５月最終改正） 

本法律は、長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた住宅（長期優良住宅）の

普及を促進することで、環境負荷の低減を図りつつ、良質な住宅ストックを将来世代に継承するこ

とで、より豊かでやさしい暮らしへの転換を図ることを目的としています。 

長期優良住宅の建築および維持保全の計画を作成して所管行政庁に申請することで、基準に適合

する場合には法律に基づき認定を受けることができる、「長期優良住宅認定制度」が平成２１年６

月から開始したほか、既存の住宅を増築・改築する場合の認定制度も平成２８年４月より開始して

います。 

 

（１０） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

（平成２７年７月公布、令和元年５月最終改正) 

我が国のエネルギー需給は、建築物部門のエネルギー消費量が著しく増加しており、省エネル

ギー対策の抜本的強化が必要不可欠となっていることから、平成２９年４月に建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関する法律が施行され、新築、増改築に係る計画の所管行政庁への届出義務

の強化や、建売戸建住宅に関する省エネ性能の基準（住宅トップランナー基準）が定められまし

た。 

さらに、「パリ協定」（平成２８年１１月発効）を踏まえた温室効果ガス排出量の削減目標の達

成等に向け、令和元年５月には同法が改正され、省エネ基準に適合しないマンションの新築等の

計画に対する監督体制を強化や、戸建て住宅の省エネ性能に関する説明の義務化、トップランナ

ー制度の対象の拡大などが規定されました。 

 

（１１） 高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法） 

（平成１３年４月公布、平成２８年８月最終改正） 

高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスの提供を受けることができる良好な居住環

境を備えた高齢者向けの賃貸住宅等の登録制度を設けるとともに、良好な居住環境を備えた高齢者

向けの賃貸住宅の供給の促進等により、高齢者の居住の安定の確保を図ることを目的としています。 

改正により、地域の実情を踏まえた主体的なまちづくりの推進に資するため、都道府県が策定

することになっている高齢者居住安定確保計画の策定について、区市町村でも策定できるように

なりました。 
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２．住生活基本計画（全国計画） 令和３年３月（国土交通省） 

本格的な少子高齢社会、人口減少社会の到来、住宅ストック量の充足等の社会経済情勢の著しい変化

を踏まえ、平成１８年６月、４０年間にわたって住宅の「量」の確保を主眼としてきた「住宅建設計画

法」が廃止され、「質」の向上を目指し、国民の住生活の安定の確保及び向上を促進する「住生活基本法」

が制定されました。さらに、同年９月には、同法に基づく「住生活基本計画（全国計画）」が策定されま

した。 

その後は、平成２３年３月、平成２８年３月、令和３年３月の３度にわたって計画の見直しが行われ、

「⑴居住者、⑵地域・まちづくり、⑶ストック」の４つの視点と１２の論点から計画の見直しが行われ

ました。 

 

■住生活基本計画（全国計画）改定の視点・論点 

視点 論点 

⑴ 居住者 

①子どもを産み育てやすい住まいの実現 

②高齢者が住み慣れた地域で自立して暮らし続けられる住生活の実

現 

③住宅確保要配慮者が安心して暮らせる居住環境の整備 

④柔軟な働き方や新技術の活用による新しい住まい方の実現 

⑵ 地域・まちづ

くり 

⑤将来にわたって災害に強い居住空間の実現 

⑥多様な住民や世代が支え合い､いきいきと安心して暮らせる地域

共生社会づくり 

⑦持続可能で賑わい・うるおいのある住宅地の形成 

⑶ ストック 

⑧将来世代に継承できる良質な住宅ストックの形成・更新 

⑨良質なストックが市場で評価され、循環するシステムの構築 

⑩魅力の向上や長寿命化に資する既存ストックのリフォーム・リノ

ベーションや建替え等の推進 

⑪空き家の状況に応じた適切な管理・再生・活用・除却の一体的推

進 

⑫居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展 
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３．東京都の住宅施策の動向 

 

（１） 高齢者の居住安定確保プラン 

（平成２３年１０月策定、平成２７年改定、平成３０年３月一部改定） 

高齢化が急速に進行する中、生活の基盤となる住宅や老人ホームなどの「すまい」について、高

齢者が多様なニーズに応じた居住の場を選択できるようにするとともに、住み慣れた地域で安全に

安心して暮らすことのできる環境の整備を図ることが求められています。 

東京都では、平成２２年９月、高齢者の居住の安定確保に向け、住宅施策と福祉施策が連携し、

総合的・計画的に推進するため、基本的な方針と実現のための施策を示すものとして、「高齢者の居

住安定確保プラン」を策定しました。 

平成３０年３月には「２０２０年に向けた実行プラン」、「東京都住宅マスタープラン」及び「第

７期東京都高齢者保健福祉計画」の策定等を踏まえ、地域包括ケアの理念を記載するなどプランの

一部改定を行いました。 

 

（２） 東京都住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画（平成３０年３月策定） 

国の「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット

法）」に基づき策定した計画で、平成３７年度までに登録目標戸数を３万戸に設定するとともに、

既存住宅を活用する場合、国の面積基準を緩和し、東京の実情に応じた登録基準を設定していま

す。 

また、借主の多様なニーズに応えるため、住宅確保要配慮者について、法及び省令で定められ

た範囲以外も含めて幅広く設定しています。 

 

（３） 良質なマンションストックの形成促進計画（平成２８年３月策定） 

将来にわたり都民の豊かな住生活を支える良質なマンションストックの形成を図るため、１０

年間（平成２８年度～平成３７年度）の目標と施策展開を示した、全国初となる「良質なマンシ

ョンストックの形成促進計画」が策定されました。 

 

（４） 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成３１年３月制定） 

良質なマンションストックの形成等を図り、都民生活の安定向上及び市街地環境の向上に寄与

するため、マンションに関わる者の責務、管理組合による管理状況の届出及び管理状況に応じた

助言・支援等について規定する条例を制定しました。 

 

（５） 東京マンション管理・再生促進計画（令和２年３月策定） 

「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」の目的の実現と老朽マンション

等の円滑な再生の促進に向け、管理状況届出制度の確実な運用やマンションの再生に向けた管理

組合の取り組みを促すための支援等の具体的な施策を示しました。 
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（６） 東京都子育てに配慮した住宅ガイドライン（平成２８年２月策定） 

住宅の供給、建設、改修等に携わる方や管理に携わる方が子育てに配慮した住宅を検討する際

に役立つ情報を取りまとめており、子育て世帯に適した住まいの広さや安全性等を備え、子育て

支援サービスとの連携にも配慮した優良な住宅を整備する際に考慮すべき事項等を記載していま

す。 

 

（７） 東京都建築物環境計画書制度（平成１４年６月施行、令和２年５月更新） 

環境に配慮した質の高い建築物が評価される市場の形成を図るため、建築物環境計画書の提出

義務対象規模の変更や、検討内容に「再生可能エネルギー電気の受入れに関する検討」を追加す

るとともに、特に省エネルギー性能の高い建物を評価するため、東京ゼロエミ住宅並びに ZEH（ネ

ット・ゼロ・エネルギー・ハウス）及び ZEB（ゼロ・エネルギー・ビル）であることの表示を新設

しました。 
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４．東京都住宅マスタープランの改定（令和４年３月） 

 令和３年度末の改定に向け、以下の６つの論点から検討課題を示し、検討を行っています。 

 

視点 論点 

１ 総論 ・ 前回策定時（２０１７年３月）と比べて、都民の住生活を取り巻く状況の変化

をどのように捉えるべきか。 

・ 都民はどのような住宅、住生活を望んでいるか。ニーズの変化、新しい動きが

みられる中、それらをどのように捉えるか。 

・ 住宅政策の基本的な方針はどうあるべきか。 

・ 福祉、都市づくり、まちづくり、災害対策、産業、環境等、他の関連する分野

と、住宅政策との連携をどのように進めていくべきか。 

・ 住宅政策のなかでの施策連携をどのように進めていくべきか。 

・ 様々な住情報を都民により分かりやすく伝えるにはどうすればよいか。 

・ 新型コロナウイルス感染症が都民の命や健康、暮らし、事業活動に対し重大な

影響を及ぼすなか、都民の価値観、働き方や、住宅のあり方、居住地選択などが

大きく継続的に変容する可能性があり、住宅政策としてそれらをどう認識し、い

かに東京の未来につなげていくか。 

２ 居住者の

視点 

【子育て支援】 

・ 子供を産み、育てやすい住まいの実現のため、どのような住宅や住環境が求め

られるか。 

【高齢者】 

・ 高齢者等の住まいについて、医療・福祉・介護との連携やＩoＴ等の新技術の

活用も含め、どのような取り組みが求められるか。 

【要配慮者・居場所】 

・ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住まいの実現のため、都営住宅、他の公

的賃貸住宅、民間賃貸住宅からなる重層的なセーフティネットにより、どのよう

な住宅確保要配慮者に、どのような対応が求められるか。 

・ 住宅政策において、どのように地域の居場所（様々な都民が集い交わり悩みを

分かち合える場）を創出すべきか、また、他行政分野による居場所づくりとどの

ように連携すべきか。どのような取り組みが求められるか。 

３ 住宅スト

ックの視点 

【マンション】 

・ 都内の主要な居住形態であるマンションについて、老朽化、居住者の高齢化が

進む中、管理の適正化や再生促進をいかに進めるべきか。 

【空き家】 

・ 東京の地域性、住宅・不動産市場の状況を踏まえ、区市町村や民間と一層連携し

た、より効果的な空き家対策はいかにあるべきか。また、東京の地域資源として空

き家の活用を促進していくにあたり、都民の居住の安定に資する住宅、福祉、産業

等の活用側の施策とどう連携すべきか。 

【既存住宅流通・リフォーム】 

・ 戸建住宅、マンション等、住宅ストックが増大していくなかで、既存住宅流通

や住宅リフォームの活性化に向け、都においても、さらにどのように対策を進め

ていくべきか。 

【住宅ストック全般】 

・ 良質な住宅の供給を進め、良好なストックを増やしていくために、今後どのよう

な市場環境が求められるか。 
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視点 論点 

４ 産業・新

技術の視点 

・ 住宅政策において、地域における住宅・建築・不動産業の役割が大きい中、

これらとの連携をいかに進めていくべきか。 

・ ５G・AI・IoT、それを活用した自動運転など新技術の進展、テレワーク等多

様な働き方が、都内の住宅や住宅地、住宅産業に与える影響をいかに考え、ま

た、それらを都民の住生活向上にいかに結び付けていくか。 

・ 住宅政策と産業政策の連携をいかに進めていくべきか。 

５ 持続可能

なすまい・ま

ちづくりと地

域の視点 

【災害】 

・ 近年の災害の激甚化・多頻度化を踏まえ、安全・安心で災害に強い住まいづ

くりやまちづくり、事前対策を進めていくため、どのような対応が求められる

か。 

【環境・健康】 

・ 住宅政策と省エネルギー、ゼロエミッション等の環境政策、都民の健康増進

等の健康福祉政策との連携をいかに進めていくべきか。また、そうした視点

で、住宅政策においてどのような取り組みが求められるか。 

【まちづくり・団地再生】 

・ 住宅政策とまちづくりについて、密接に係る分野があることから、両分野間

の連携をいかに進めていくべきか。 

例）マンション再生・団地再生とまちづくり、空き家対策と木密地域整備 

・ 都内で高齢化、単身化が進む中、住宅団地の再生に向けて、どのように取り

組んでいくべきか。都営住宅や公社住宅の建替えにおいては、地域の状況に応

じて、どのようにまちづくりと連携し、地域への貢献を果たしていくべきか。 

【地域特性】 

・ 都内においても区部と市部、島しょ部など地域特性が多様である中、それら

の地域特性を踏まえた住宅施策はいかにあるべきか。 

・ 住宅・住宅市街地の更新・再生等が重点的に図られるよう、重点供給地域及

びその指定の在り方はいかにあるべきか。 

６ 長期的な

視点 

・ 国の全国計画「住生活基本計画」や、都にて昨年末策定した「未来の東京」

戦略ビジョン、今年度策定予定の長期戦略における視点を踏まえつつ、住宅施

策の検討をいかに進めていくべきか。 
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５．第５次小金井市基本構想・前期基本計画（令和３年度策定予定） 

本市では、市民のしあわせの増進を図ることを目的に、令和１２年度における将来像を「いかそうみ

どり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」とした第５次小金井市基本構想を策定しました。 

基本構想では、「みんなで幸せになる まちづくり」「みんなで進める まちづくり」「未来につなげる 

まちづくり」をまちづくりの基本姿勢として、将来像の実現に向け、取り組む政策を６つに整理してい

ます。 

 

前期基本計画においては、「１ 環境と都市基盤」の中で、「住環境の整備」が施策分野の１つとして

位置づけられており、施策の方向性等の概要は以下のとおりです。 

 

■表 前期基本計画における住環境の整備に関する施策の概要 

施策の方向性 

➊自然と調和した快適な住環境の整備と保全 

環境保全緑地制度を活用し、みどりの保全を進めつつ、自然と調和した住環境の整備

に向けて、まちづくり条例による宅地化の際の細分化防止や公園緑地などの整備に努め

ます。 

また、用途地域の適切な運用や地区計画などにより、生活利便性を維持し、都市におけ

る住環境の保全を図るとともに、防災機能や環境保全などの多面的機能を有する農地を

保全し、住環境の整備に努めます。 

 

➋安全な暮らしを支える住環境の形成 

災害に備え、所有者に向けた費用助成や啓発活動により住宅・建築物の不燃化・耐震化

やブロック塀などの撤去の促進などを図るとともに、公園等を始めとした避難場所や避

難路を確保します。 

また、地域の安全性確保と向上のため、街路灯の適切な維持管理に努め、街路樹の植栽

が見通しを妨げないよう適正な樹種の選定や管理を進めます。 

 

➌住宅施策の促進 

良質で低廉な住宅の供給を促進するため、公社住宅などの改築に際しては、地域の環

境整備及び住宅の量と質の向上を図るとともに、民間マンションの管理の適正化及び建

て替えの円滑化を支援します。 

また、住宅確保に配慮を要する市民に対する住宅確保施策、空家等の利活用を検討す

るほか、住宅要配慮者の生活状況に対応した住宅施策として、バリアフリー化などによ

り、地域の中での安心した暮らしを支援します。 

 

➍雨水浸透施設の整備推進 

宅地及び道路内の雨水浸透施設の設置を推進していくことで、合流式下水道の改善を

図ります。 

政策の取組方針 

・環境と都市基盤：自然と都市が調和した人に優しいまち 

・地域と経済：安心して過ごせる暮らしやすいまち 

・子どもと教育：心豊かにのびのびと子どもが育つまち 

・文化と生涯学習：一人ひとりが自分らしく輝いて生きることができるまち 

・福祉と健康：誰もがいきいきと暮らすことのできるまち 

・行政運営：開かれた市政で誰からも信頼されるまち 
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第３章 現状と動向の整理                  

 

１．小金井市の概要 

（１） 位置 

本市は、都心から約２５kmの西方に位置し、東は武蔵野市、三鷹市、西は国分寺市、南は調布市、

府中市、北は小平市、西東京市に接し、東西４．１km、南北４．０kmで、１１．３０k㎡の市域を有

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図 小金井市の位置 

 

（２） 地形・地質 

本市は、武蔵野台地の南西部にあり、一段高い武蔵野段丘と、それより一段低い立川段丘から構

成されており、両段丘の境に国分寺崖線が位置しています。 

立川段丘を流れる野川は、国分寺崖線の湧水を集めて東南に流れ、世田谷区で多摩川に合流して

います。 
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（３） 交通 

市のほぼ中央をＪＲ中央本線が東西に横断し、市の中央にＪＲ武蔵小金井駅、東側にＪＲ東小金

井駅が位置し、新宿駅までは約２５分、東京駅までは約４０分と鉄道の利便性に恵まれています。

また、東京都武蔵野市の武蔵境駅と府中市の是政駅を結ぶ西武多摩川線が、市東部を縦断しており、

新小金井駅を有しています。 

市内の主要な幹線道路としては、南北方向に小金井街道（都道１５号）、新小金井街道（都道２４

８号）や東大通り（都道２４７号）等が、東西方向に五日市街道（都道７号）、東八道路（都道１４

号）や連雀通り（都道１３４号）等が通っています。 

 

 

 

■図 小金井市の鉄道と都市計画道路 

出典：小金井市 

 

 

JR中央線 

東八道路 

五日市街道 

連雀通り 

小
金
井
街
道 

新
小
金
井
街
道 

東
大
通
り 
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（４） 用途地域の指定状況 

本市の用途地域は、駅周辺や幹線道路沿いに商業地域や近隣商業地域が指定されていますが、

市域全体の4.5%であり、市域の94.5％は住居系の用途地域が指定されています。このうち、第一

種低層住居専用地域は市域全体の65.1％を占めており、最も多く指定されています。 

 

■ 用途地域の指定状況 

種別 面積（ha） 構成比（％） 

第一種低層住居専用地域 738.0 65.1 

第二種低層住居専用地域 0.5 0.1 

第一種中高層住居専用地域 229.9 20.3 

第二種中高層住居専用地域 7.9 0.7 

第一種住居地域 94.0 8.3 

第二種住居地域 － － 

準住居地域 － － 

近隣商業地域 30.2 2.7 

商業地域 20.0 1.8 

準工業地域 12.5 1.1 

工業地域 － － 

工業専用地域 － － 

計 1,133.0 100.0 

 

 

■図 用途地域の指定状況 



15 

２．人口と世帯の動向 

（１） 総人口及び世帯数 

① 人口・世帯数の推移 

人ロ・世帯数ともに近年増加傾向である 

人口をみると、令和２年現在、１２２，３０６人となっています。小金井市の人口は徐々に増加して

きたが、特に平成２９年以降その傾向がさらに顕著となっています。 

世帯数をみると、令和２年現在、６１，０７０世帯となっており、人口と同様増加を続けています。 

 

資料：住民基本台帳 各年１月１日 

 

② 世帯あたり人員の都市比較 

世帯人員は市部平均より少ないが東京都平均より多い 

世帯あたりの人員は、令和元年現在、２．０１人/世帯となっており、市部平均の２．０９人/世帯を

下回っていますが、東京都平均の１．９１人/世帯より多くなっています。 

 

資料：住民基本台帳（平成３１年１月１日時点） 
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（２） 出生及び転出入による人口の推移 

① 合計特殊出生率 

全国平均と比べると低いが、合計特殊出生率は増加傾向 

合計特殊出生率をみると、平成２２年以降増加した後、平成２７年をピークにその後は減少したが、

平成３０年には１．３０と増加に転じています。全国平均（１．４２）と比較すると低いが、東京都平

均（１．２０）と比較すると高くなっています。 

 

資料：東京都人口動態統計 各年１月１日 

 

 

② 自然動態の推移 

毎年１００人以上の自然増傾向にある 

平成２４年以降、年間１，０００人以上の出生数を維持しており、自然増減も１００人以上の自然増

が続いています。 

 

資料：住民基本台帳 
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③ 社会動態の推移 

毎年社会増傾向にある 

平成２２年以降、増加数には各年で差がみられるものの、毎年社会増傾向にあります。 

 

資料：住民基本台帳 

 

④ 転入前の居住市区町村 

小金井市の東側の区市からの転入者が多い 

平成２２年から２７年にかけて、小金井市に転入した人の転入前の居住市区町村をみると、杉並区、

武蔵野市、三鷹市と小金井市の東側に位置する市区からの転入者が多くなっています。 

 

 

資料：平成２７年国勢調査 
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⑤ 転出先の居住市区町村 

小金井市に隣接する市への転出者が多い 

平成２２年から２７年にかけて、小金井市から転出した人の転出後の居住市区町村をみると、小平市、

三鷹市、府中市、武蔵野市と小金井市に隣接する市への転出者が多くなっています。 

 

 

資料：平成２７年国勢調査 

 

 

⑥ 転入・転出超過数（各上位５市区町村） 

杉並区からの転入者、小平市への転出者が多い 

平成２２年から２７年にかけて、小金井市に転入した人と転出した人の差をみると、転入超過数が最

も多いのは、杉並区で４３７人となっており、武蔵野市、世田谷区と続いています。一方、転出超過数

が最も多いのは、小平市で５５８人となっており、府中市、西東京市と続いています。 

 

転出超過                                転入超過 

   

資料：平成２７年国勢調査 
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（３） 年齢別人口 

① 年齢３区分別人口の推移 

高齢化が進行 

年齢３区分別人口は、令和２年現在、総人口１２２，３０６人のうち、年少人口（０～１４歳）が１

５，０１１人（１２．３%）、生産年齢人口（１５～６４歳）が８１，４３５人（６６．６%）、老年人口

（６５歳以上）が２５，８６０人（２１．１%）となっています。 

年齢３区分別人口の推移をみると、徐々に老年人口が増加しており、高齢化が進行しています。 

 

資料：住民基本台帳 各年１月１日 

 

② ５歳階級別人ロ割合の推移 

４歳未満の子どもや、７０歳以上の高齢者の割合などは増加傾向であるが、２０～４４歳の割

合などは減少傾向 

５歳階級別人口割合の推移をみると、平成２２年から令和２年にかけて、０～４歳、５０～５４歳、

７０～７４歳、８５歳以上で増加傾向となっています。また、１０～１４歳、２０～４４歳、６０～６

４歳では減少傾向となっています。 

 

資料：住民基本台帳 各年１月１日 
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（４） 世帯構成 

① 世帯人員別世帯数の推移 

単独世帯数が特に増加傾向 

世帯人員別世帯数の推移をみると、１人～３人世帯で増加傾向にある。特に単独世帯の増加数が多く、

平成２７年には２８，１１１世帯となっています。 

 

資料：国勢調査 

 

② 家族類型別世帯数の推移 

単独世帯、夫婦と子世帯、夫婦世帯、片親と子世帯が全て増加傾向 

平成２７年の家族類型別世帯数は、単独世帯が２８，１１１世帯と最も多く、次いで夫婦と子世帯が

１５，２３６世帯、夫婦世帯が１０，１７７世帯、片親と子世帯が３，８５０世帯となっています。ま

た、これらの世帯は全て平成１７年から２７年にかけて増加傾向にあります。 

 

資料：国勢調査 
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③ ６歳未満、１８歳未満の親族のいる世帯の推移 

６歳未満、１８歳未満の親族のいる世帯は増加傾向 

６歳未満、１８歳未満の親族のいる世帯の推移をみると、いずれも増加傾向にあり、特に６歳未満の

親族のいる世帯は平成２２年から２７年にかけて４００世帯以上増加しています。 

 

資料：国勢調査 

 

④ １８歳未満の親族のいる世帯、単身世帯の割合の都市比較 

１８歳未満の親族のいる世帯の割合が低く、単身世帯の割合が高い 

１８歳未満の親族のいる世帯の割合をみると、平成２７年には１８．０%となっています。また、単身

世帯の割合は４７．１％となっています。都内２６市で比較すると、１８歳未満の親族のいる世帯の割

合は低い傾向にあり、単身世帯の割合は、高い傾向にあります。 

 

資料：平成２７年国勢調査 
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⑤ 高齢者世帯の状況 

高齢単身世帯が増加 

平成２７年の高齢者のいる世帯数割合は総世帯数の２７．５％となっています。特に高齢単身世帯の

増加数が多く、平成２７年には５，５９０世帯となっています。 

 
資料：国勢調査 

 

（５） 外国人登録者数の推移 

外国人登録者数は増加傾向 

平成２６年まで減少傾向にあったが、その後増加に転じており、令和２年には２，９８５人となって

います。 

 
資料：住民基本台帳 各年１月１日 
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（６） 将来人口推計（年齢３区分） 

今後も高齢化率は増加傾向 

年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）は徐々に減少する推計がなされており、推計

期間の後半には１０％程度まで低下します。 

一方、高齢者人口は、増加傾向が続く。総人口に占める高齢者人口（６５歳以上）の比率は、令和

１２年に２４．３％となり、その後も上昇が続き、令和４２(2060)年には３４．５％と推計されていま

す。 

 

   資料：小金井市人口ビジョン（平成２８年３月） 

※住民基本台帳に基づく人口推計 
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３．住宅ストックの状況 

（１） 住宅数 

① 居住世帯の有無別住宅数 

空き家の割合は１０%前後で推移 

住宅総数は平成１０年から増加傾向にあり、平成３０年の住宅総数は６８，０５０戸で、そのうち居

住世帯のある住宅数が６０，８６０戸、空き家数が６，９４０戸となっています。空き家の割合は１０%

前後で推移しています。 

 

資料：住宅・土地統計調査 

（２） 所有関係 

① 所有関係別住宅数の推移 

平成２５年から３０年にかけて、特に持ち家数が大きく増加 

平成３０年の所有関係別住宅数をみると、持ち家は２７，５９０戸、民営借家は２５，０１０戸とな

っています。推移をみると、持ち家、民営借家共に、平成２０年から３０年にかけて増加しており、特

に平成２５年から３０年にかけては、持ち家が３，０００戸以上増加しています。 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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② 民営借家の割合、持ち家の割合の都市比較 

都内２６市では、民営借家の割合は高く、持ち家の割合は低い 

平成３０年の民営借家の割合と持ち家の割合を都内２６市で比較すると、民営借家の割合は高い傾向

にあり、持ち家の割合は低い傾向にあります。 

 

 
資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

③ 世帯主の年齢別持ち家数 

世帯主が６５歳以上の世帯を中心に、持ち家数が増加 

世帯主の年齢別持ち家数の推移をみると、全ての世代で増加しており、特に家計主の年齢が６５歳以

上の世帯では、平成２５年から３０年にかけて２，０００世帯以上増加し、平成３０年には１２，１２

０世帯となっています。 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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（３） 家賃 

① 所有関係別１畳あたり家賃 

民営借家の家賃は１畳あたり５，０００円弱である 

所有関係別１畳あたり家賃をみると、「民営借家」が最も高く４，９４６円/畳となっており、続いて

「UR・公社の借家」、「給与住宅」、「公営の借家」となっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

 

② 民営借家における１畳当たり家賃の都市比較 

民営借家における１畳当たり家賃は都内市部で３番目に高いが、転出入の多い区部より低い 

小金井市内の民営借家における１畳当たり家賃は４，９４６円となっており、都内２６市で比較する

と、武蔵野市、三鷹市に続いて３番目に高くなっています。また、２３区及び川崎市、横浜市と比較す

ると、ほとんどの市区で小金井市より高くなっています。小金井市から転出入の多い市区をみると、新

宿区、世田谷区、杉並区、練馬区、川崎市は小金井市より家賃が高く、横浜市は小金井市より家賃が低

くなっています。 

 

 

民営借家における１畳当たり家賃の都市比較（都内市部） 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 
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民営借家における１畳当たり家賃の都市比較（２３区及び川崎市、横浜市） 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

 

 

 

  

10,332

9,613

8,198 8,161

7,413
6,942 6,876 6,801 6,744

6,479 6,393 6,338 6,327 6,183 6,135 6,104
5,650 5,487 5,393 5,259

4,761 4,664 4,504
5,048

4,422

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

港
区

千
代
田
区

中
央
区

渋
谷
区

新
宿
区

目
黒
区

豊
島
区

品
川
区

文
京
区

中
野
区

江
東
区

墨
田
区

台
東
区

世
田
谷
区

杉
並
区

大
田
区

北
区

板
橋
区

荒
川
区

練
馬
区

足
立
区

江
戸
川
区

葛
飾
区

川
崎
市

横
浜
市

（円/畳）



28 

（４） 建て方 

① 建て方別住宅数の推移 

一戸建や３階以上の共同住宅が増加し、１～２階建ての共同住宅が減少 

平成３０年の建て方別住宅数は「一戸建」の割合が２１，７２０戸と最も多く、続いて、「共同住宅（１

～２階）」が１６，６３０戸、「共同住宅（３～５階）」が１２，０４０戸となっています。 

推移をみると、平成２５年から３０年にかけては、「一戸建」「共同住宅（３～５階）」「共同住宅（６

階以上）」の戸数が増加する一方、「共同住宅（１～２階）」の戸数は減少しています。 

 
資料：住宅・土地統計調査 

 

② 建て方別持ち家数・借家数の推移 

持ち家数が増加傾向 

平成３０年の建て方別借家数をみると、共同（非木造）が１８，２６０戸と最も多く、続いて共同（木

造）が８，８２０戸となっています。建て方別持ち家数をみると、一戸建が１８，８８０戸と最も多く、

続いて共同（非木造）が７，２９０戸となっています。 

借家数の推移をみると、共同（非木造）は減少し、共同（木造）が増加しており、住宅総数も微増し

ています。持ち家数の推移をみると、一戸建が特に増加し、住宅総数も増加傾向となっています。 

   

 

資料：住宅・土地統計調査 
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（５） 構造 

① 構造別住宅数の推移 

「防火木造」「鉄筋・鉄骨コンクリート造」だけでなく、「木造」についても増加傾向 

平成３０年の構造別住宅数は、「防火木造」が２４，９８０戸と最も多く、続いて、「鉄筋・鉄骨コン

クリート造」が２４，１９０戸、「木造」が７，５３０戸となっています。 

構造別住宅数の推移をみると、平成２５年から３０年にかけて、「防火木造」「鉄筋・鉄骨コンクリー

ト造」は大きく増加しており、「木造」についても９７０戸の増加となっています。 

 
資料：住宅・土地統計調査 

 

（６） 建築時期 

① 構造別建築時期別住宅数の割合 

木造住宅で昭和５５年以前に建築された住宅の割合が高い 

建築時期別住宅数をみると、総数では、「昭和５６年～平成１２年」の割合が３６．６%と最も大きく、

続いて、「平成１３年～３０年９月」が３４．２%となっています。また、昭和５５年以前に建築された

住宅は１４．６％となっています。 

構造別にみると、「木造」は全体に比べ、昭和５５年以前の建築の割合が１９．４％と他の構造に比べ

大きくなっています。また、「防火木造」で昭和５５年以前に建築された住宅は１１．８％、「非木造」

で昭和５５年以前に建築された住宅は１５．７％となっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 
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② 所有関係別建築時期別住宅数の割合 

公営の借家、UR・公社の借家で昭和５５年以前に建てられた住宅の割合が高い 

所有関係別建築時期別住宅数について、持ち家、民営借家、給与住宅では、昭和５５年以前に建てら

れた住宅の割合は総数より少なくなっています。一方、「公営の借家」「UR・公社の借家」では高くなっ

ており、特に「UR・公社の借家」では昭和４５年以前に建てられた住宅が５７．９%を占めています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

 

③ 建て方別建築時期別住宅数の割合 

持ち家の共同住宅で特に昭和５５年以前に建てられた住宅の割合が高い 

建て方別建築時期別住宅をみると、一戸建と共同住宅との比較では、一戸建でより昭和５５年以前に

建てられた住宅の割合が高くなっています。但し、共同住宅のうち持ち家の建築時期をみると、昭和５

５年以前に建てられた住宅の割合は一戸建より高く、２４．９%となっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 
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（７） 空き家 

① 種類別空き家戸数の推移 

居住世帯のない住宅のうち、多くを賃貸用の住宅が占める 

平成３０年現在、住宅・土地統計調査における種類別空き家戸数をみると、賃貸用の住宅が５，３７

０戸と最も多く、続いてその他の住宅が１，０７０戸となっています。 

空き家戸数の推移をみると、賃貸用の住宅、その他の住宅共に、平成２０年から２５年にかけて増加

した後、平成３０年には減少しています。 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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② 評価別空家等戸数 

空き家の大部分は修繕を行えば利用が可能 

小金井市空家等実態調査（平成２９年）によると、市内で「空家等」と想定する建物は４０５件あり、

そのうち２９．１％が利活用空家、６７．９％が修繕利用空家となっており、管理不全空家は３．０%と

なっています。 

 

資料：小金井市空家等実態調査報告書（平成２９年） 
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③ 建て方別空家等戸数割合 

空家等の８割以上が一戸建住宅 

小金井市空家等実態調査（平成２９年）によると、空家等のうち、８１．５％が「一戸建住宅」、５．

４%が「併用住宅（店舗等）」となっています。 

 

資料：小金井市空家等実態調査報告書（平成２９年） 

 

④ 構造別空家等戸数割合 

空家等のほぼすべてが木造住宅 

小金井市空家等実態調査（平成２９年）によると、空家等のうち、９６．３%が「木造」、３．７％が

「非木造」となっています。 

 

資料：小金井市空家等実態調査報告書（平成２９年） 
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（８） 住戸面積 

① １住宅当たり延べ面積の推移 

借家の１住宅当たり延べ面積は増加傾向にあり、持ち家の面積は減少傾向 

１住宅当たり延べ面積は、借家の平均が３９．２０㎡、持ち家の平均が９７．７６㎡と持ち家の面積

が大きくなっています。１住宅当たり延べ面積の推移をみると、借家の面積は平成２５年から３０年に

かけて増加傾向にあり、持ち家の面積は減少傾向にあります。 

 

■小金井市 

 
 

（参考：全国） 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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（９） 公的賃貸住宅数 

① 公的賃貸住宅の状況 

 

区分 
住宅総数 

棟数 戸数 

公営住宅等 
市営住宅 1 35 

都営住宅（※１） 39 654 

借り上げ公営住宅 4 55 

東京都住宅供給公社住宅（※２） 29 1,282 

都市再生機構住宅（※３） 22 602 

合  計 95 2,628 

  ※１：「都営住宅団地別・住棟別耐震診断順位一覧」等による 

  ※２：「公社賃貸住宅の耐震性に係るリスト（平成30年３月31日）」による 

  ※３：「住棟毎の耐震診断結果（令和２年３月31日）」による 

 

 

② 公的賃貸住宅戸数の都市比較 

公的賃貸住宅の戸数は都内市部で５番目に少ない 

平成３０年東京都統計年鑑における公的賃貸住宅戸数（都営・都民・市営・高齢者向け優良賃 

貸・公社・都市機構賃貸住宅管理戸数）を都内２６市で比較すると、あきる野市、羽村市、青 

梅市、狛江市に次いで、５番目に少ない都市となっています。 

 

資料：平成３０年東京都統計年鑑（平成３０年度末時点） 
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（１０） 居住面積水準 

① 居住面積水準の推移 

最低居住面積水準以上の割合は変わらず 

居住面積水準の推移をみると、「最低居住面積水準以上」の割合が８０%前後で推移しています。 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

② 所有関係別居住面積水準 

持ち家と比較して、借家の居住水準が低い 

所有関係別に居住面積水準をみると、持ち家では「誘導居住面積水準以上」の割合が６３．０%と最も

多く、「最低居住面積水準未満」の割合が１．６%と最も少なくなっています。一方、借家では、「最低居

住面積水準未満」の割合が高く、特に民営借家（木造）では２５．６%となっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 
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（１１） バリアフリー化の状況 

① バリアフリー化された住宅の推移 

バリアフリー化された住宅の戸数は増加 

平成３０年のバリアフリー化された住宅の戸数は、「一定のバリアフリー化」が８，２７０戸、「高度

のバリアフリー化」が１，８６０戸となっています。 

バリアフリー化された住宅の推移をみると、「一定のバリアフリー化」、「高度のバリアフリー化」共に

平成２５年から３０年にかけては増加傾向となっています。 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

※一定のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」、「段差のない屋内」のいずれ

かに該当すること  

※高度のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」、「段差のない屋内」、「廊下な

どが車いすで通行可能な幅」のいずれにも該当すること 

 

 

② 高齢者のための設備の有無別戸数の推移 

平成２５年から３０年にかけて、高齢者のための設備がある住宅が増加傾向 

平成３０年の高齢者のための設備の有無は、「あり」が２６，６７０戸、「なし」が３０，１２０戸と

なっており、平成２５年から３０年にかけて、高齢者のための設備のある住宅が増加しています。 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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30,580

30,120

2,980

2,930

4,070

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

平成20年

平成25年

平成30年

（戸）

あり なし 不詳
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③ 所有関係別高齢者等のための設備状況 

借家に比べて、持ち家で高齢者等のための設備が多く整備されている 

所有関係別高齢者等のための設備状況については、持ち家全体と借家全体を比較すると、持ち家全体

の「あり」の戸数が多くなっています。また、持ち家全体と持ち家（うち高齢者のいる世帯）、借家全体

と借家（うち高齢者のいる世帯）を比較すると、いずれも、高齢者のいる世帯の「あり」の割合が大き

くなっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

 

④ 所有関係別高齢者等のための設備の個別の設置状況 

高齢者等のためのすべての設備について、持ち家で多く整備されている 

所有関係別高齢者等のための設備の個別の設置状況について、「高齢者のための設備がある」の割合

は、持ち家が６６．６%、借家が２８．３%となっています。個別の設備でも同様の傾向が見られ、持ち

家の「手すりがある」の割合は５８．２%と、全ての設備の中で最も割合が大きくなっています。 

 
資料：平成３０年住宅・土地統計調査 
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借家
(n=29,120)
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（１２） 省エネルギー設備 

① 所有関係別省エネルギー設備のある住宅の割合 

借家に比べて、持ち家の省エネルギー設備のある住宅の割合が大きい 

所有関係別省エネルギー設備のある住宅の割合について、各設備のある住宅の割合は、借家と比較し

て持ち家が大きくなっています。設備別にみると、「すべての窓に二重以上のサッシ又は複層ガラスの

窓あり」の住宅が、持ち家では２１．０%と高くなっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 
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４．住環境の状況 

（１） 施設までの距離 

① 駅までの距離別割合 

駅までの距離は１，０００～２，０００ｍ未満の割合が最も大きい 

駅までの距離別割合をみると、「１，０００～２，０００ｍ未満」の割合が４３．５%と最も大きく、

続いて、「５００～１，０００ｍ未満」が３２．９%、「２００～５００ｍ未満」が１３．３%となってい

ます。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

 

 

② 高齢者世帯別医療機関までの距離 

高齢者世帯では、医療機関までの距離が２５０ｍ未満、２５０～５００未満、５００～１，０

００ｍ未満の世帯が同程度見られる 

高齢者世帯別医療機関までの距離をみると、「高齢者のいる世帯」、「高齢のみ夫婦世帯」では、「２５

０～５００ｍ未満」の世帯が最も多く、続いて、「２５０ｍ未満」、「５００～１，０００ｍ未満」となっ

ています。一方、「高齢単身者世帯」では、「２５０ｍ未満」、「２００～５００ｍ未満」、「５００～１，

０００ｍ未満」の世帯数がほぼ同じとなっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査  
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高齢者のいる世帯
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③ 高齢者世帯別老人デイサービスセンターまでの距離 

高齢者世帯では、老人デイサービスセンターまでの距離は、２５０～５００ｍ未満の世帯が最

も多い 

高齢者世帯別老人デイサービスセンターまでの距離をみると、すべての世帯で「２５０～５００ｍ未

満」が最も多く、続いて「５００～１，０００ｍ未満」、「２５０ｍ未満」となっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 
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５．住宅市場の状況 

（１） 住宅着工の状況 

① 利用関係別新設着工住宅の推移 

共同住宅・長屋建の分譲住宅の着工戸数の変動の差が大きい 

新設着工住宅の推移をみると、約６００～１，９００戸の間で推移しており、令和元年には８７４戸

となっています。利用関係別にみると、特に共同住宅・長屋建の分譲住宅の変動の差が大きく、平成２

９年には７２３戸と、他の年に比べ４００戸以上多くなっています。 

 

資料：住宅着工統計 

（２） 不動産取引 

① マンション等取引件数の推移 

マンション等取引件数は年間５０件～９０件の間で推移 

小金井市内のマンション等の取引件数の推移をみると、平成２２年以降は、５０～９０件の間で増減

を繰り返しており、平成３１年・令和元年の１年間は６７件となっています。 

 

資料：不動産取引価格情報（国土交通省） 

※不動産取引価格情報記載の物件のうち、種類が「中古マンション等」に該当する物件、もしくは種類が「宅地(土地と

建物)」に該当し、用途に「共同住宅」が含まれている物件を集計しています。 
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② 土地取引における土地面積ごとの割合 

９９㎡以下、１００～１９９㎡の土地取引件数が同程度あり、大部分を占める 

小金井市内の土地取引における土地面積ごとの件数をみると、「１００～１９９㎡」が１０７件、続い

て「～９９㎡」が１０５件となっており、１９９㎡以下の土地の取引件数が９割以上を占めています。 

 

資料：不動産取引価格情報（国土交通省） 

 

（３） 世帯の年間収入 

① 世帯の年間収入別住宅の所有関係の割合 

世帯の年間収入が大きいほど持ち家の割合が大きく、小さいほど民営借家の割合が大きい 

世帯の年間収入が大きくなるほど「持ち家」の割合が大きくなり、「１，５００万円以上」では、８１．

４%と最も大きくなっています。一方、世帯の年間収入が小さくなるほど「民営借家」の割合が大きくな

り、「３００万円未満」では、５６．３%と最も大きくなっています。 

 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 
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６．地価の動向 

（１） 地価公示の推移 

地価公示は増加傾向 

小金井市内の地価(公示価格)をみると、平成２９年以降は、住宅地、商業地ともに前年度より上昇傾

向となっており、令和２年の住宅地の地価公示は３３８，０００円/㎡となっています。 

 

資料：地価公示 各年１月１日 
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７．市民の意向 

令和２年９月に「小金井市民意向調査」を実施し、以下のような結果を得ています。 

 

（１） 住まい・住環境の満足度 

75%以上の世帯が住まいや住環境に対し満足している 

住宅の種別、広さ、建築年、構造、居住費を踏まえた住まいの満足度（「満足」と「やや満足」の合計）

については、76.7％となっています。また、住まいの周辺環境に関する満足度では、「総合的な評価」で

満足度が 79.3%となっています。 

住環境の満足度について、項目別にみると、「鉄

道・バス等の公共交通機関について」や「診療所・

病院等の医療機関について」など生活の利便性に

関するものや、「自然環境について」の項目で満足

度が高くなっています。その反面、文化・スポー

ツ、バリアフリー、防災に関する項目において比

較的低い満足度が示されています。 

 

 

（２） 同居・近居の意向 

将来は親世帯、子世帯との近居をそれぞれ約 40%が望んでいる 

親世帯との同居・近居の状況としては、「小金井市外に住んでいる」が 32.5%と最も多く、次いで「同

居している」が 11.8%、「小金井市内に住んでいる」が 7.1%となっています。親世帯との暮らし方の将来

の意向としては、「近く(同じ市区町村)で暮らしたい」が 38.6%と最も多く、次いで「離れて(別の市区

町村)で暮らしたい」が 29.6%、「同居したい」が 11.9%となっています。 

子世帯との同居・近居の状況としては、「小金井市外に住んでいる」が 15.6%、「同居している」が 11.8%、

「小金井市内に住んでいる」が 7.8%となっています。子世帯との暮らし方の将来の意向としては、「近

くで暮らしたい」が 40.9%と最も多く、次いで「同居したい」が 12.4%、「離れて暮らしたい」が 11.6%

となっています。 
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（３） 定住の状況、住み続けるために重視する項目 

転入・定住の理由として、日常移動の利便性や自然環境の良さが重視されており、今後住み続けるう

えでも重視する項目となっている 

小金井市では、市内に 20年以上住み続けている方が 37.3%、生まれたときから住んでいる方も

8.3％を占めています。 

小金井市に転入した理由としては、「通勤・通学の利便性が良いから」や「公共交通機関の利用が便利

だから」など日常移動の利便性に関する項目のほか、「緑や水辺・空気等の自然環境が良いから」の割合

が高く、約 40%を占めています。 

今後住み続けるために重視する項目は、転入した理由と同様の項目が多く挙げられている一方、子育

て世帯の意向をみると、「子育て・教育環境が良いから」の割合も 44.4%と高くなっています。 

■小金井市に住み続けている理由（上位項目抜粋） 

 

（４） 今後の住み替えの意向 

今後の住み替えの意向としては、現在の住まいに住み続けたい意向は、年齢が下がるほど低くなる傾

向にあり、18 歳～39 歳では 43.3%に留まっています。一方、65 歳以上では 67.9％が現在の住まいに住

み続けたい意向があります。住み替え希望のある方に住み替え先の希望を尋ねると、「東京都内の他市

区町村」が 29.6％と最も高く、「小金井市内」は 18.6%となっています。 

住み替え先の住宅としては、「持家（一戸建）」が 31.2%と最も多いものの、現在の住宅より、民間の

賃貸住宅（集合住宅）」への居住意向が約 10ポイント高くなっています。 

■今後の住み替えの意向（上位項目抜粋） 

 

 

51.6

48.0

46.3

41.0

18.9

53.9

44.4

52.2

37.6

44.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

緑や水辺・空気等の自然環境が良いから

公共交通機関の利用が便利だから

通勤・通学の利便性が良いから

日常の買い物の利便性が良いから

子育て・教育環境が良いから

総数

（n=735）

子育て世帯

（n=178）

56.5 

43.3 

54.7 

67.9 

27.6 

37.8 

34.2 

12.2 

6.0 

14.4 

5.5 

0.4 

9.9 

4.4 

5.5 

19.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数（n=735）

18～39歳（n=180）

40～64歳（n=307）

65歳以上（n=246）

このまま住み続けたい いずれは住み替えたい 住み替えの予定がある 無回答
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（５） 市の住宅施策について 

自然環境の保全に関する施策の満足度が高く、防災や防犯、自然環境の保全に関する施策の重要度が

高い 

市の住宅施策別に満足度をみると、「空き家など既存の住宅ストックの活用促進」を除く全ての施策

で、満足度が不満率（「不満」と「やや不満」の合計）を上回っており、特に「緑・水辺環境の保全」

では、満足度が 77.8%と他の項目より 20ポイント以上高くなっています。またその他子育てに関連し

た施策や、「まちづくり施策と連携した住環境の改善」、「防犯性の高い住環境の形成」、「化学物質など

による健康被害を防ぐ住宅の普及」では満足度が 50％を超えています。 

重要度（「重要」と「まあ重要」の合計）をみると、全ての施策で重要度は 50%を超えており、「災害

に強いまちづくりの取り組み」や「防犯性の高い住環境の形成」など防災や防犯に関する項目のほ

か、「緑・水辺環境の保全」の項目で重要度

が 85%以上と非常に高くなっています。それ

に対し、「分譲マンションの適切な維持・管理へ

の支援」や「良質な賃貸住宅の供給に向けた取

り組み」の項目では、重要度が約 60%と比較的低

くなっています。 

 

（６） コミュニティのあり方について 

半数弱が自治会に加入しておらず、近隣の住民に対し、日常生活での干渉を望まない世帯と住民同士

での協力・助け合いを求める世帯に分かれている 

近隣との近所づきあいについては、「挨拶を交わす程度である」が 47.9%を占め、「無干渉であり、顔

を知らない人もいる」も 13.1％となっています。 

自治会には「加入していないし、必要性も感じない」が 35.0%、「加入したいが、機会がなく、方法

もわからない」が 9.5%となっており、自治会に加入していない世帯が 44.5％となっています。 

今後のコミュニティについて、「あまり干渉しあわず、お互いのプライバシーを守りながら生活す

る」が 35.8%と最も多いですが、「個々の生活には干渉しないが、祭や運動会等の活動は住民同士で協

力しながら生活する」、「子育てや高齢者の介護等について、地域の住民みんなで助け合いながら生活

する」もそれぞれ約 30%程度みられます。 

■自治会への加入について  

 

加入しており、活動

に参加している
14.3%

加入しているが、

活動には参加して

いない
33.6%

加入したいが、機会が

なく、方法もわからない
9.5%

加入していないし、

必要性も感じない
35.0%

その他
6.3%

無回答
1.4%

n=735

53.9

55.2

64.9

59.9

32.9

30.2

23.0

27.8

3.4

3.8

2.9

2.7

9.8

10.5

8.8

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緑・水辺環境の保全

住宅の耐震化の促進

災害に強いまちづくりへの取り組み

防犯性の高い住環境の形成

重要 まあ重要 あまり重要ではない 重要ではない 無回答

■市の住宅施策の重要度（上位項目抜粋） n=735 

27.9

30.9

35.8

2.7

2.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

子育てや高齢者の介護等について、地域の住民

みんなで助け合いながら生活する

個々の生活には干渉しないが、祭や運動会等の

活動は住民同士で協力しながら生活する

あまり干渉しあわず、お互いのプライバシーを

守りながら生活する

その他

無回答

■今後のコミュニティについて n=735 
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８．賃貸住宅所有者の意向 

令和２年９～10月に「小金井市賃貸住宅所有者意向調査」を実施し、以下のような結果を得ています。 

 

（１） 住宅確保要配慮者の入居制限 

障がい者や高齢者がいる世帯の入居が難しい状況にある 

住宅確保用配慮者へ入居制限（「原則、入居を断る」と「入居を断ることが多い」の合計）については、

「知的・精神障がい者がいる世帯」が 76.5%と最も多く、次いで「２人以上の高齢者のみの世帯」が 57.0%

となっています。 

入居制限の理由を項目別にみると、「知的・精神障がい者がいる世帯」では、「近隣からの苦情・トラ

ブル」が 65.1%、「単身高齢者のみの世帯」では「火の取扱いが心配」が 56.1%、「身体障がい者がいる世

帯」では「バリアフリー仕様になっていない」が 46.6%、「外国人のみの世帯」では「近隣からの苦情・

トラブル」が 45.1%とそれぞれ最も多くなっています。 

入居を受け入れる場合の条件について

は、「単身高齢者のみの世帯」では「近隣

に親族がいる」が 40.2%、「未就学児の子

どもがいる世帯」では「支援団体が提供す

る入居者見守りのサポートを受けること

ができる」が 28.7%と、それぞれ最も多く

なっています。 

 

 

 

 

（２） 「新たなセーフティネット制度」、「居住支援法人」の認知度 

「新たなセーフティネット制度」「居住支援法人」共に知らないという回答が 75％以上を占める 

新たなセーフティネット制度の認知度については、「知らない」が 75.6%と最も多く、次いで「名称は

知っているが、内容は知らない」が 19.9%、「制度の内容を知っている」が 4.1%となっています。 

また、居住支援法人では、「知らない」が 78.7%と最も多く、次いで「名称は知っているが、内容は知

らない」が 17.6%、「制度の内容を知っている」が 3.2%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住宅確保要配慮者の入居制限 n=221 

 

■「新たなセーフティネット制度」、「居住支援法人」の認知度 n=221 

34.8

43.0

31.7

65.2

39.8

36.7

13.6

14.0

14.9

11.3

5.9

9.5

35.3

28.5

37.6

18.1

22.2

39.4

16.3

14.0

15.8

5.0

31.2

14.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身高齢者のみの世帯

２人以上の高齢者のみの世帯

身体障がい者がいる世帯

知的・精神障がい者がいる世帯

未就学児の子どもがいる世帯

外国人のみの世帯

原則、入居を断る 入居を断ることが多い

条件によっては入居を断る 特に、入居を断わらない

無回答

4.1

3.2

19.9

17.6

75.6

78.7

0.5

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新たな住宅セーフティネット制度

居住支援法人

制度の内容を知っている 名称は知っているが、内容は知らない

知らない 無回答
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（３） 耐震診断・改修の実施状況・実施しない理由 

耐震診断・改修ともに実施が少なく、新耐震基準でないが必要ないとの考えも 25％以上いる 

耐震診断の実施状況をみると、「実施していない」が 86.9%、

「実施した」が 12.2%となっています。診断をしない理由として

は、「新耐震基準で建てられているため必要ない」が 60.4%と最も 多

く、次いで「新耐震基準ではないが必要ないと考えている」が

27.6%、「費用が不足している」が 10.9%となっています。 

また、耐震改修の実施状況をみると、「実施していない」が 91.0%、 「 実

施した」が 5.9%となっています。改修をしない理由としては、「新 耐 震

基準で建てられている（耐震診断で問題が無かった）ため必要ない」 が

58.7%と最も多く、次いで「新耐震基準では

ないが必要ないと考えている」が 27.4%、

「費用が不足している」が 11.9%となって

います。 

 

     

 

（４） 今後の賃貸住宅の供給意向 

今後の賃貸住宅の供給にあたっては、社会人や学生の単身世帯の入居想定が多く、子育て世帯や高齢

者世帯の入居の想定は少ない 

今後供給する賃貸住宅に入居を想定している世帯をみると、「単身社会人」が 64.6%と最も多く、次い

で「学生（単身）」が 59.0%となっている一方、「子育て世帯（夫婦と 18 歳未満の子どもがいる世帯）」

が 35.9%、「単身高齢者（65 歳以上）の世帯」が 17.9％と、社会人や学生の単身世帯と比べ低くなって

います。 

子育て世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由としては、「その他」を除くと、「近隣への騒音等のトラ

ブルの懸念」が 17.4%、「経営している住宅のブランドにそぐわない」が 10.7%、「需要が少ない」が 9.9%

となっています。 

また、高齢者世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由をみると、「孤独死や残置物処理への懸念」が 55.9%

と最も多く、次いで「認知症等による火災等が心配」が 50.7%、「高齢者向けの設備投資(バリアフリー

化等)に費用がかかる」が 46.7%、「保証人がいない」が 32.9%となっています。 

 

■子育て世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由 n=121   ■高齢者世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由 n=152 

  

 

 

17.4

10.7

9.9

2.5

0% 5% 10% 15% 20%

近隣への騒音等のトラブル

の懸念

経営している住宅のブランド

にそぐわない

需要が少ない

他の世帯向けの住宅に比べ

収益を上げづらい

58.7

27.4

11.9

0% 20% 40% 60% 80%

新耐震基準で建てられている（耐震診

断で問題が無かった）ため必要ない

新耐震基準ではないが必要ないと考

えている

費用が不足している

実施した
5.9%

実施していない
91.0%

無回答
3.2%

n=221

■耐震改修の実施状況 

■耐震改修を実施しない理由（選択肢抜粋） n=201 

55.9

50.7

46.7

32.9

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

孤独死や残置物処理への懸念

認知症等による火災等が心配

高齢者向けの設備投資(     

  化等)に費用がかかる

保証人がいない

需要が少ない
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９．ワークショップにおける意向 

 

（１） 第１回ワークショップにおける意向 

① 市内の自然環境や近隣とのコミュニティに関して、住みやすいと感じている方が多い 

「住みやすいと感じるところ」については、「大きな自然豊かな公園」「子供達が遊べる小川や岸

辺」といった自然環境に関する項目や、「町会・自治会の交流」「近所のつながり」などのコミュニテ

ィに関する項目が、両グループで複数挙げられました。 

 

② 道路整備や空き家に関して、住みづらいと感じている方が多い 

「住みづらいと感じるところ」については、両グループとも「道路が狭い」「自転車レーン」といっ

た道路整備に関する内容が挙げられた他、「空き家の問題」として空き家の増加に伴う懸念事項などが

話されていました。 

 

③ 地域のボランティア活動などにより住み続けたいと思えるまちに 

「住みやすいところ」「住みづらいところ」を踏まえ、小金井市に住み続けるために自分たちに出来

る取り組みとして、Aグループではコミュニティに関する項目が多く、ボランティア活動や若者でも参

加しやすいコミュニティ作りなどの若者との連携に関する内容が挙げられました。 

Bグループでは、Aグループと同様にコミュニティに関する項目が多く挙げられた他、空き家活用な

ど、住宅のハード面に目を向けた取り組みも挙げられました。 

 

④ 「他団体との協力が必要な取り組み」としては、空き家の活用、社会的企業の創業など 

小金井市に住み続けるために、「他団体との協力が必要な取り組み」として、Aグループでは、既存

ストックの活用に関する項目が挙げられました。 

Bグループでは空き家の活用や市内事業者の協力などに関する内容が挙げられました。 

 

 

■第１回ワークショップでの意見出しの結果 
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第４章 小金井市の住宅施策の特徴と課題                   

 

  これまでの現状分析と、市民意向調査、賃貸住宅所有者意識調査及びワークショップから見えてく

る、今後の住宅施策を検討するうえでキーワードとなる、小金井市の特徴と課題を以下に示します。 

 

１ 人口と世帯の動向における特徴と課題 

   小金井市の総人口は徐々に増加してきており、自然増減、社会動態の推移ともに増加傾向にあり

ます。また、世帯数も同様に増加傾向になっています。世帯別の動向をみてみると、６歳未満、１

８歳未満の親族のいる世帯（子育て世帯）が増加傾向となっています。 

   しかし、将来的には総人口及び年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）が徐々に

減少し、高齢者人口（６５歳以上）は増加する推計がされており、高齢化の傾向が懸念されていま

す。また、杉並区、武蔵野市、世田谷区など、市東部からの転入者の方が多い一方で、小平市、府

中市、西東京市などは転出者の方が目立ちます。３０歳代までの市民は市内での居住年数が低く、

定住が進んでいない状況にあります。また、高齢者世帯等の増加に伴い、住宅確保の支援が必要と

なる世帯の増加も予想されます。 

 

【今後の方向性】 

・若年・子育て世帯が市内に住み続けるための定住支援や、子育てに適した住環境の整備 

・高齢者が安心して住み続けるための居住支援 

・住宅確保要配慮者が居住できるセーフティネット住宅の普及・啓発や居住支援協議会等の住

宅セーフティーネットの仕組みづくり 

 

２ 住宅ストックの状況における特徴と課題 

   小金井市では持ち家を中心に住宅数が増加傾向にあり、その中でも一戸建て住宅は特に増加傾向

にあります。また、平成 29年度に実施した空き家実態調査の状況から、空き家の大部分は修繕を行

えば利用が可能な状況にあることがわかりました。さらに、バリアフリー化された住宅も増加傾向

にあります。 

   しかし、借家と持ち家ではバリアフリー対応や、居住面積の確保状況に差がみられます。借家に

おいては、高齢者等のための設備の整備が進んでない住戸の割合が高くなっています。また、旧耐

震基準で建てられた分譲マンションに対して、東京都の条例を踏まえ、適切な維持管理や建替えの

支援をしていくことが必要です。 

   空家等は、所有者への適正管理を今後も促していくとともに、利活用可能な空家等の有効活用の

促進が必要と考えられます。また、省エネルギー設備のある住宅は少なく、住宅の省エネルギー化

を進める必要があります。公共賃貸住宅は、公営住宅、都市再生機構住宅の全て、東京都住宅供給

公社住宅の８割以上で耐震化がされていますが、築年数が経過している住棟もみられます。 

 

【今後の方向性】 

・既存住宅の長期利用に対する支援 

・住宅リフォームの推進 
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・賃貸住宅所有者に対する住環境整備の支援 

・マンションの維持管理、建替え支援 

・住宅の耐震化の促進 

・空家等の適切な維持・管理の推進 

・空家等利活用の促進 

・住宅の省エネルギー化の促進 

・公的賃貸住宅の適切な維持・管理 

 

３ 住環境・住宅市場・地価の状況における特徴と課題 

   小金井市の多くの地域では、充実した自然環境に恵まれた住宅地となっており、第一種低層住居

専用地域を中心とした良好な居住環境を形成しています。また、駅や医療機関、高齢者施設が近隣

にあり、利便性が高くなっており、毎年一定数の住宅供給やマンション等の取引も行われています。 

   しかし、低所得世帯ほど民営借家居住率が高い状態にある一方で、家賃相場が都内市部の中では

高くなっています。 

 

【今後の方向性】 

・地域の利便性を活かした魅力ある住宅地の形成 

・自然環境を活かした住環境の形成 

・若年世帯・子育て世帯・高齢者世帯などそれぞれのライフステージに合わせた住宅の供給 

・住宅確保要配慮者が居住できるセーフティネット住宅の普及・啓発や居住支援協議会等の住

宅セーフティーネットの仕組みづくり【再掲】 

・住宅確保要配慮者への相談等の体制整備 

 

４ 市民意向における特徴と課題 

   小金井市の市民意向では、住まい・周辺環境の総合的な満足度は共に高くなっており、居住環境

として、特に自然環境の満足度が高くなっています。また、市に 20 年以上住み続けている市民が

37.3％います。施策の満足度としては、「緑・水辺環境の保全」が他の施策より大幅に高く、そのほ

か子育て施策、まちづくり施策との連携、防犯、健康被害を防ぐ住宅などの施策についても満足度

が高くなっています。 

   一方で、今後の住まい方として、親世帯・子世帯共に、近居意向が高くなっており、親族や地域

で支え合って生活することが望まれています。居住継続の意向としては、高齢世代は高いものの、

若年世代は低くなっています。さらに、子育て世帯では、住み続ける理由として、自然環境、利便

性に加え子育て環境に対する意見が多く挙げられています。 

   これまでに実施している施策のうち、特に地震や台風等の災害対策、地域の防犯対策、自然環境

の保全が重要視されています。また、自治会に加入していない世帯が約 45%となっており、地域コ

ミュニティのあり方についても検討が必要です。 

 

【今後の方向性】 

・市民ニーズをとらえた住環境の整備 

・若年・子育て世帯が市内に住み続けるための定住支援や、子育てに適した住環境の整備 
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【再掲】 

・高齢者が安心して住み続けるための居住支援【再掲】 

・地域での防犯活動の支援や防犯対策の推進 

・住宅の耐震化の促進【再掲】 

・自然環境を活かした住環境の形成【再掲】 

・地域コミュニティの形成 

 

５ 賃貸住宅所有者の意向における特徴と課題 

大部分の住宅で家主または専門業者による管理が行われています。また、今後も市内で賃貸住宅

を経営したい家主が多くなっています。 

一方で、賃貸住宅所有者の意向として、賃貸住宅への住宅確保要配慮者の受け入れについては、

全体的に入居制限の傾向が高く、特に高齢者や障がい者は賃貸住宅への受け入れ拒否が多くなって

います。併せて、居住支援に関連する制度である、新たなセーフティネット制度や居住支援法人の

認知度は低くなっています。 

また、一部の賃貸住宅の設備維持・改修費用への対応が出来ていない傾向にあります。 

今後の意向として、社会人や学生の単身世帯の供給意向が強く、子育て世帯や高齢者世帯等を対

象とした賃貸住宅の供給意向は少なくなっています。 

 

【今後の方向性】 

・住宅確保要配慮者が居住できるセーフティネット住宅の普及・啓発や居住支援協議会等の住

宅セーフティーネットの仕組みづくり【再掲】 

・既存の民間賃貸住宅の長期利用に向けた取り組み 

・多様なニーズに対応した良質な賃貸住宅の供給 

・民間事業者と協力した居住支援体制の構築 

 

６ ワークショップから見る特徴と課題 

ワークショップでの意向として、公園や河川など小金井市の自然環境に対して、特に高い評価を

得られています。また、地域における近隣とのコミュニティ形成にも高い評価を得られています。 

しかし、道路整備や空き家問題への対応が多く求められているほか、地域のボランティア活動の

推進が求められています。また、空き家の活用等における他団体との連携も期待されています。 

 

【今後の方向性】 

・自然環境を活かした住環境の形成【再掲】 

・地域コミュニティを活かした防災・防犯対策 

・空家等の適切な維持・管理の推進【再掲】 

・民間活力を利用した空家等利活用の促進【再掲】 
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第５章 住宅施策の基本目標と施策の体系 

 
１．目指すべき将来像（案） 

 

安全かつ快適で 自然と調和した 誰もが暮らしやすいまち 

 

安全かつ快適で 

小金井市内に住み続けられるようにするために、住まいの確保に向けた支援、マンションの管理、住

まいの耐震改修、民間賃貸住宅の流通促進などを進め、既存の住まいを活用し住み続けられる環境づく

りを進めます。 

 

自然と調和した 

国分寺崖線、小金井公園や野川公園などのまとまりを持ったみどり、野川や玉川上水に代表される水

辺は、小金井市の魅力ある居住環境として支持されていることから、これらを活かすとともに、環境問

題や省エネルギーに配慮しながら、自然との共生を図り心地よく暮らすことができる住環境の形成を目

指します。 

 

誰もが暮らしやすいまち 

子育て世帯や高齢者世帯、障がいを持った方々、性的少数者、外国人など、誰もが将来にわたり心に

ゆとりと安らぎを持ち、小金井市で居住することが出来る環境をづくりを目指しします。 

 

 

【参考】 

小金井市住宅マスタープラン（現行計画） 基本理念 

「心安らぎ・緑に包まれながら・ともに支え合うまち」 

 

第５次小金井市基本構想 基本理念 

「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」 

 

第５次小金井市基本計画 施策５住環境の整備 ■目指す姿 

「宅地内の緑化推進、良質な住宅の供給、施設の耐震化や長寿命化、バリアフリー化の推進などによる、

自然と調和した、安全かつ快適で住み心地の良いまち」  
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２ 基本目標 

 

基本目標１  誰もが暮らしやすいまちづくり 

 

子育て世帯や高齢者世帯、障がいを持つ方々、性的少数者、外国人など、誰もが小金井市で住まい

を確保し、安心して住み続けられるよう、セーフティネットの構築や快適な住環境の整備などを進め

ます。 

また、既存の住宅ストックに長く住み続けられるよう、住宅ストックの質の向上を図るとともに、

市場流通やストック活用への支援を行います。さらに、多様化するニーズに対応した民間賃貸住宅や、

既存住宅の長期利用に関する支援など、住まい・住環境の情報を総合的に発信する取り組みを進めま

す。 

 

 

基本目標２  安全・安心な生活と住環境の形成 

 

小金井市内で誰もが安全に安心して暮らすことができるよう、市内の主要な住宅形態のひとつであ

る分譲マンションの適切な管理を促進するとともに、地震等の自然災害の脅威から、市民の生命・財

産を守るため、災害に強い住宅の普及やまちづくりの取り組みを進めます。 

また、小金井市の特徴である、豊かな自然を身近に感じることができるよう、緑や水辺の適切な保

全・確保を進めるとともに、環境や健康に配慮した住まいの普及を促進します。さらに、魅力的な住

環境の維持・保全に向けた市民の主体的な取り組みを支援するため、地域コミュニティの育成を促し、

市民自らが魅力的な暮らしづくりに取り組むことができる環境を整備します。 
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３ 住宅施策の体系（案） 

 

      【基本方針（案）】       【具体的施策（案）】 

１ 子育て世代が魅力を感じる住

環境の形成 

 ⑴ 子育て世帯向け住宅の充実 

⑵ 子育て世帯の居住の促進 

⑶ 近居・多世代同居への支援 

    

２ 高齢者や障がい者が安心して

暮らせる住環境の形成 

 ⑴ 高齢者が住みやすい住環境の整備等の

促進 

⑵ 高齢者世帯や障がい者世帯への居住支

援 

    

３ 住宅確保に配慮を要する市民

が安心して暮らせるまちの形

成 

 ⑴ 住宅確保に配慮を要する市民の住宅の

確保 

⑵ 空き家等既存の住宅ストックの利活用 

⑶ 民間賃貸住宅の利用の促進 

⑷ 公的賃貸住宅の有効活用 

     

４ 住み続けられる住まいの形成 

 ⑴ 質の高い住宅の普及 

⑵ 既存住宅の長期利用に向けた取り組み 

⑶ 利用者・提供者への普及啓発 

⑷ 住宅に関する情報提供及び相談窓口の

設置 

 

 

 

  

基本目標１ 誰もが暮らしやすいまちづくり 

基本目標１については、別途、調査させて

いただきます 



57 

 

      【基本方針（案）】       【具体的施策（案）】 

１ マンションの安全・安心な管

理・運営形態の形成 

 ⑴ 分譲マンションの適切な維持・管理へ

の支援 

⑵ 老朽マンション等の再生の促進 

    

２ 地域で支え合えるコミュニテ

ィの形成 

 ⑴ 総合的なまちづくり施策と連携した住

環境の改善 

⑵ 地域コミュニティの形成支援に向けた

取り組み 

⑶ 防犯性の高い住環境の形成 

    

３ 震災、災害に備えたまちづく

りの形成 

 ⑴ 住宅の耐震化の促進 

⑵ 災害に強いまちづくりへの取り組み 

⑶ 災害時に住み続けられる住宅の普及 

⑷ マンション管理への支援 

⑸ 災害の後の居住確保 

     

４ みどり豊かで持続可能な住宅

市街地の実現 

 ⑴ 空家等の適切な維持・管理の推進 

⑵ 空家等の活用に向けた取り組みの支援 

⑶ 緑・水辺環境の保全 

⑷ 住宅の省エネ化の促進 

⑸ 健康に配慮した住宅の普及 

 

 

  

基本目標２ 安全・安心な生活と住環境の形成 
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基本目標２ 安全・安心な生活と住環境の形成 

 

１ マンションの安全・安心な管理・運営形態の形成 

「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」、「マンション管理適正化推進計画」に

基づく取り組みを中心に、マンションの適正な管理の促進と老朽マンション等の再生の促進に向けて総

合的に施策を推進していきます。 

 

  

 

（１）分譲マンションの適切な維持・管理への支援 

 

【主な取組】 

・ 管理の重要性や方法等についての周知、管理状況等の把握及び管理不全の予防に取り組みます。 

・ 改善、管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成などに取り組みます。 

・ 「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」に基づく取り組みを進めます。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-1- 

(1)-① 

新規 マンションの管理の適

正化の推進 

関係課、関係機関等 

◇国 ◇東京都 

〇まちづくり推進課 

取組 

内容 

「マンションの管理の適正化を推進に関する法律」に基づき、「マンション管理適

正化推進計画」を策定し、マンション管理計画認定制度等の活用によりマンション管

理の適正化を進めます。 

※マンション管理適正化計画は第８章に掲載 

 

 

2-1- 

(1)-② 

新規 マンションの管理状況

の実態把握と管理不全の予防・

改善 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇まちづくり推進課  

取組 

内容 

管理不全の予防・改善を促進するため、「東京におけるマンションの適正な管理の

促進に関する条例」に基づく管理状況届出制度に取り組みます。 
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2-1- 

(1)-③ 

マンションの適正な維持管理

の促進 

関係課、関係機関等 

◇東京都 

◇（公財）マンション管理センター 

◇（独）住宅金融支援機構 

まちづくり推進課 

取組 

内容 

管理組合による自主的かつ適正な維持管理のため、都のマンション管理ガイドラ

イン、東京都優良マンション登録表示制度、マンションみらいネット、マンション改

良助成（利子補給）制度等の各種制度等の情報提供及び周知を図ります。 

 

 

（２）老朽マンション等の再生の促進 

 

【主な取組】 

・ マンション再生に関する普及啓発や、マンションの耐震化の促進、維持管理に資する支援の普

及啓発などを推進します。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-1- 

(2)-① 

新規 旧耐震基準のマンショ

ンの耐震化の促進 

関係課、関係機関等 

◇東京都 まちづくり推進課 

取組 

内容 

都の分譲マンションの管理に関する相談窓口の活用や緊急輸送道路沿道の分譲マ

ンションの耐震化制度の周知を行います。 

また、分譲マンションの耐震診断・耐震改修を促進するため、「分譲マンション耐

震診断・耐震改修に係る費用の一部を助成する制度」の導入を目指します（都、豊島

区）。 

 

 

2-1- 

(2)-② 

新規 マンション管理アドバ

イザー制度の活用 

関係課、関係機関等 

◇東京都 まちづくり推進課 

取組 

内容 

マンションの管理組合等からの申込みに基づき、マンション管理士等の専門家を

派遣して、マンションの維持管理に関する情報提供やアドバイスを行うことにより、

マンションの良好な維持管理に資する支援を行う都の制度の周知・啓発を行います。 
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2-1- 

(2)-③ 

新規 適切な手法による再生

等の取り組み促進 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇まちづくり推進課 

取組 

内容 

都の「マンション再生ガイドブック」の活用による高経年マンションの建替えや改

修などによる既存ストックの性能向上のための情報提供及び、制度等の周知を図り

ます。 
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２ 地域で支え合えるコミュニティの形成と発展の支援 

 

より良い住宅・住環境の形成に向けて、市民が主体的にまちづくりに参加するとともに、市民の支え

合い、助け合いにより、誰もが暮らしやすい住環境が実現できるよう、自治会を基本とした地域コミュ

ニティの形成と、市民の主体的な活動に対する支援に取り組みます。 

 

（１）総合的なまちづくり施策と連携した住環境の改善 

 

【主な取組】 

・ 誰もが安心して生活できるよう、地区計画やまちづくり条例に基づいた住環境の保全を図りま

す。 

・ 誰もが安心して生活できるよう、市街地のバリアフリー化やユニバーサルデザインによるまち

づくりを進めます。 

・ 農地の宅地化を防ぐとともに、商業地域においても適正な住環境を形成します。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-2- 

(1)-① 
住環境の整備 

関係課、関係機関等 

〇都市計画課 〇まちづくり推進課 

〇区画整理課 

取組 

内容 

用途地域の適切な運用や地区計画などにより、狭あい道路の解消やオープンスペ

ースの確保を促進し、生活利便性を向上させるなど、市街地における住環境の改善に

向けた取り組みを進めます。 

 

 

2-2- 

(1)-② 

市街地のバリアフリー化の推

進 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 関係各課 

 市内施設管理者等 

取組 

内容 

高齢者・障がいのある方・子育て世帯が安心して生活できるよう、バリアフリーの

まちづくり基本構想に基づき、安心・安全な生活環境を形成に向けた住環境の改善を

進めます。 
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2-2- 

(1)-③ 

新規 ユニバーサルデザイン

によるまちづくりの推進 

関係課、関係機関等 

◇東京都 関係各課 

取組 

内容 

誰もが使う施設や道路、公園について、高齢者や障がいのある方をはじめ、誰もが

円滑に利用できるよう、東京都福祉のまちづくり条例の活用等によりバリアフリー

化やユニバーサルデザインによるまちづくりを推進します。（第２期小金井市保健福

祉総合計画Ｐ38、事業1） 

 

 

2-2- 

(1)-④ 
まちづくり条例の活用 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 

取組 

内容 

より良い環境を住民自ら形成するため、まちづくり条例に基づく地区計画制度等

の活用を図ります。 

 

 

2-2- 

(1)-⑤ 
宅地の細分化の防止 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 

取組 

内容 

市内の農地の宅地化に当たっては、まちづくり条例などにより、宅地の細分化の防

止に努めます。 

 

 

2-2- 

(1)-⑥ 

商業地域における適正な住環

境の形成 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 経済課 

取組 

内容 

商業・業務、生活関連サービス施設及び都市型住宅施設を中心とした都市機能を誘

導します。 

 

 

2-2- 

(1)-⑦ 

地区計画の立案等に対する支

援策の継続 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 

取組 

内容 

市民が主体となった地区計画の立案等について、制度の相談や専門家の紹介・派遣

などの支援事業を継続します。 
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2-2- 

(1)-⑧ 

都営住宅・UR住宅・公社住宅の

再整備 

関係課、関係機関等 

◇東京都 ◇都市再生機構 

◇東京都住宅供給公社 

まちづくり推進課 

取組 

内容 

都営住宅・ＵＲ住宅・公社住宅について、バリアフリーに対応した改修や居住環境

の改善を、管理主体に求めていきます。 

老朽化の進む住宅の建て替えに際して、高齢者世帯、障がい者世帯、子育て世帯な

ど、入居者に応じた住宅の整備を求めていきます。 
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（２）地域コミュニティの形成支援に向けた取組 

 

【主な取組】 

・ 住民主体の地域づくり、見守り体制の構築などに対し必要な支援を行います。 

・ 市民活動の基本となる町会・自治会に対し、市民の加入を促すともに、連携して活動すること

で地域コミュニティ形成を支援します。  

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-2- 

(2)-① 

住民主体の地域づくり活動に

対する支援や情報提供 

関係課、関係機関等 

〇広報秘書課 地域安全課 

ごみ対策課 まちづくり推進課 

取組 

内容 

誰もが暮らしやすい住環境としていくため、地域住民が自ら暮らす地域の景観づ

くりや、防災・防犯・清掃などの活動に際し、この取り組みに対して必要な支援を行

います。 

町会・自治会活動の活性化を促すため、都と連携して、活動への補助やアドバイザ

ーの派遣等の情報提供を行います。 

 

 

2-2- 

(2)-② 

高齢者の見守り・支援の協力体

制の構築 

関係課、関係機関等 

〇地域福祉課 〇介護福祉課 

広報秘書課 

取組 

内容 

一人暮らしの高齢者などが地域で安心して暮らせるよう、「高齢者等の見守りに関

する協定」に基づき、民間事業者等と、高齢者等の見守り、安否確認、声掛け、緊急

事態などへの協力体制を継続して構築します。 

民生委員が、近隣の方の協力により見守り・支援の協力体制をつくる「高齢者地域

福祉ネットワーク」を実施し、一人暮らしの高齢者等が安心して暮らせるような取り

組みを進めます。 

 

 

2-2- 

(2)-③ 
町会・自治会への加入の促進 

関係課、関係機関等 

〇広報秘書課 

取組 

内容 

市民活動の基本となる町会・自治会への加入を促すため、周知・啓発等の支援を行

います。 
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2-2- 

(2)-④ 
町会・自治会との連携の強化 

関係課、関係機関等 

〇広報秘書課 

取組 

内容 

市民間の連携を高めるため、町会・自治会などが主体となって行う様々なイベント

などの開催について、実施内容の充実を図りながら、地域コミュニティ形成のための

支援を行います。 

 

 

（３）防犯性の高い住環境の形成 

 

【主な取組】 

・ 警察、町会・自治会などの地域コミュニティ、各種防犯団体と連携し、防犯意識の向上を図る

とともに、防犯協力体制づくりを進めます。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-2- 

(4)-① 
防犯講習会の開催 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

警察と連携した防犯講習会の開催、広報活動、防犯活動を通じて、犯罪情報の提供

と防犯意識の向上に取り組みます。 

 

 

2-2- 

(4)-② 

地域コミュニティを活用した

防犯体制の推進 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 広報秘書課 

取組 

内容 

市と警察、町会・自治会などの地域コミュニティ、各種防犯団体が相互に連携し、

地域で起きた犯罪の情報共有を行うなど、個人や地域の防犯意識を高め、円滑で効果

的な防犯協力体制を一層強化していきます。 

 

 

2-2- 

(4)-③ 
犯罪情報等の提供 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

地域における犯罪の未然防止に向けて、市民一人ひとりの防犯知識の向上と普及

に努めるため、地域の犯罪情報等を安全・安心メール等を通じて提供します。 
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2-2- 

(4)-④ 
防犯パトロール活動の支援 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

地域における犯罪の未然防止に向けて、市内で自主的に防犯にかかわるパトロー

ル活動を実施する団体等の活動を支援するため、防犯資機材の支給を継続します。 
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３ 震災、災害に備えたまちづくりの形成 

 

災害時においても市民の安全な居住を持続するため、市民と行政がそれぞれの責任と役割を明らかに

した上で、連携を図って取り組みを進めていきます。 

住宅の耐震化に向けた取り組みを強化するとともに、様々な災害に強い住宅・住環境づくりを進めま

す。 

また、ハード・ソフト両面において、公民が一体となって災害に強い住宅・住宅市街地を形成するな

ど、被害の軽減に向けた取り組みを更に推進するとともに、災害時における居住の継続や早急な復旧・

復興への備えを進めていきます。  

 

（１）住宅の耐震化の促進 

 

【主な取組】 

・ 耐震診断や耐震改修を促進し、一層の耐震化を図ります。 

・ 東京都と連携し、市民の耐震化への意識向上を図ります。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-3- 

(1)-① 
木造住宅の耐震化の促進 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 

取組 

内容 

木造住宅の耐震化に積極的に取り組むため、小金井市耐震改修促進計画に基づき

「木造住宅の耐震診断・耐震改修助成制度」等の普及・促進に加え、木造住宅の改修

技法の事例紹介等、耐震化に関する情報提供を行います。 

 

 

2-3- 

(1)-② 

新規 旧耐震基準のマンショ

ンの耐震化の促進 

関係課、関係機関等 

◇東京都 まちづくり推進課 

取組 

内容 

都の分譲マンションの管理に関する相談窓口の活用や緊急輸送道路沿道の分譲マ

ンションの耐震化制度の周知を行います。 

また、分譲マンションの耐震診断・耐震改修を促進するため、「分譲マンション耐

震診断・耐震改修に係る費用の一部を助成する制度」の導入を目指します。 

 

 

2-3- 

(1)-③ 

民間賃貸住宅（共同住宅）耐震

化助成制度の導入 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 

取組 

内容 

民間賃貸住宅（共同住宅）の耐震診断・耐震改修を促進するため、「民間賃貸住宅

耐震診断・耐震改修に係る費用の一部を助成する制度」の導入を目指します。 
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2-3- 

(1)-④ 
新規 耐震化の普及啓発 

関係課、関係機関等 

◇東京都 まちづくり推進課 

 建築営繕課 

取組 

内容 

都の「東京都耐震マーク表示制度」の普及等により、耐震化の工事中の緊急輸送道

路沿道建築物へ掲示するなど、市民の耐震化への意識向上を図ります。 
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（２）災害に強いまちづくりへの取組 

 

【主な取組】 

・ 災害に対する情報提供を積極的に行い、市民の安全確保を図ります。 

・ 住宅市街地全体での防災性、住民の安全な避難の確保を図ります。 

・ 地域コミュニティを活用することで、地域の防災力の向上を図ります。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-3- 

(2)-① 

防災マップやハザードマップ

による情報の提供 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

広域避難場所や一時避難場所、避難所などが示された防災マップについて、市に転

入した世帯への配布など、引き続き市民に広く普及させるとともに、ハザードマップ

などを活用した災害に関する情報提供を積極的に行うことにより、市民の安全確保

を図ります。 

 

 

2-3- 

(2)-② 
狭あい道路の解消促進 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 道路管理課 

取組 

内容 

住宅市街地全体での防災性を高めるため、建築物の建て替えに伴うセットバック

や地区計画等の推進により、緊急車両の進入が困難な狭あい道路の解消に努めます。 

 

 

 

2-3- 

(2)-③ 
新規 無電柱化の促進 

関係課、関係機関等 

〇道路管理課 

取組 

内容 

 小金井市無電柱化推進計画に基づき、電線管理者等と協議の上、様々な整備手法に

より、無電柱化の促進を図ります。 
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2-3- 

(2)-④ 
避難路・避難場所の安全確保 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 環境政策課 

まちづくり推進課 

取組 

内容 

緊急時における住民の安全な避難を確保するため、避難路・避難場所の指定及び周

辺における建築物の耐震化・不燃化や災害時の緩衝帯となる公園等の確保、保存生け

垣への指定を推進します。 

東京都の指定する特定緊急輸送道路（小金井街道、東八道路、五日市街道、連雀通

りの一部（小金井街道から市役所本庁舎まで））について、「東京における緊急輸送道

路沿道建築物の耐震化を推進する条例」の基づき、沿道の建築物の耐震化を推進しま

す。 

 

 

2-3- 

(2)-⑤ 

新規 ブロック塀等の安全対

策の促進 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 〇まちづくり推進課 

環境政策課 

取組 

内容 

小金井市地域防災計画及び小金井市耐震改修促進計画に基づき、市内の危険なブ

ロック塀等の実態把握に努め、「ブロック塀等撤去助成金制度」や「生け垣造成奨励

金交付制度」による財政的支援を実施し、倒壊の恐れのある危険なブロック塀の建替

えや除却等、安全対策を促進する。 

 

 

2-3- 

(2)-⑥ 
自主防災組織の育成 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

地域における自主防災活動を促進し、市民の防災意識の高揚と市民生活の安全確

保を図ります。 

自主防災組織が結成されていない地域については、「自助・共助」の重要性を周知

しつつ、自主防災組織の結成を促進します（第２期小金井市保健福祉総合計画Ｐ39、

事業5）。 
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2-3- 

(2)-⑦ 

新規 災害時における避難行

動要支援者への支援体制の充

実 

関係課、関係機関等 

〇地域福祉課 自立生活支援課 

介護福祉課 

取組 

内容 

災害時等に自力で避難することが困難で、家族等の支援を受けられない高齢者や

障がいのある人等（避難行動要支援者）を把握するため、災害対策基本法に基づき作

成した、避難行動要支援者名簿の適正な管理・更新を行います。 

民生委員・児童委員や関係機関と連携しながら、個人情報の保護に配慮しつつ、必

要に応じて名簿を活用できるよう整備します。加えて、地域の皆さんに「支援者」と

なっていただき、見守りや安否確認、避難支援の体制を整備するモデル地区事業を進

めていきます。 

また、福祉避難所の管理運営の整備を推進します。（第２期小金井市保健福祉総合

計画Ｐ39、事業7） 

 

 

2-3- 

(2)-⑧ 

防災講習会の開催などに対す

る支援の継続 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

防災に関する情報提供や学習機会の充実により、市民への防災知識の浸透と防災

意識の向上を図るため、自主防災組織への助成の交付を継続します。 

各種団体が行う防災イベントの後援や出前講座等を通じ、市民の防災意識向上を

図ります。 

 

 

2-3- 

(2)-⑨ 
新規 豪雨対策 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 下水道課 

取組 

内容 

都と連携し、住宅の敷地内への雨水浸透ます設置のための支援を行うなど、河川や

下水道への雨水流入の抑制を促進します。 

浸水時の地下室の危険性について、「東京都地下空間浸水対策ガイドライン」によ

り周知を図るとともに、浸水実績図、浸水予想区域図等を活用して、地域の浸水への

危険性に関する情報提供を推進します。 

 

 

2-3- 

(2)-⑩ 
新規 土砂災害対策 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇地域安全課  

取組 

内容 

土砂災害警戒区域等に指定されている地域の住民が、安全に避難できるよう、防災

マップの配布等により、その地域や防災に関する情報を周知します。 
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（３）災害時に住み続けられる住宅の普及 

 

【主な取組】 

・ 災害時においても、住宅内にとどまり生活ができるよう、各家庭での備蓄について啓発すると

ともに、生活の継続を可能とする性能を備えた住宅の普及を図ります。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-3- 

(3)-① 
新規 各家庭での備蓄の啓発 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

日頃から自宅で「日常備蓄」が実践され、災害発生時に自宅で当面の間生活するこ

とができるよう、普及啓発イベントや普及啓発冊子等を活用して、「日常備蓄」の重

要性について普及啓発します（地域防災計画第２部9-10）。 

 

 

2-3- 

(3)-② 

新規 生活の継続を可能とす

る性能を備えた住宅の普及 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇都市計画課 

取組 

内容 

都市開発諸制度による、所定の基準を満たした防災備蓄倉庫及び自家発電設備を

整備することを条件とした容積率の緩和措置について、開発事業者等に同制度を周

知することで、大規模災害時の建築物の自立性の確保を促進します。 

 

 

2-3- 

(3)-③ 
新規 エレベーター対策 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇市有施設各所管課 

取組 

内容 

市有施設については、優先的にエレベーターの閉じ込め防止装置の設置を推進し、

安全性を向上させます。 

また、民間施設においては、東京都と連携してエレベーター閉じ込め防止装置の設

置を普及啓発するとともに、ビルやマンション、特に大規模施設の施設管理業者・団

体等に対し、装置の設置を働きかけます。（地域防災計画第２部9-19） 
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（４）マンション管理への支援 

 

【主な取組】 

・ マンションにおける防災対策を促進するため、管理組合による防災対策の取り組みを支援しま

す。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-3- 

(4)-① 

新規 マンション管理組合に

おける防災対策の支援 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇まちづくり推進課 

地域安全課 

取組 

内容 

都の作成するマンション管理ガイドの周知啓発やマンションの消防計画に基づく

防災訓練などにより、防災意識の向上を目指します。 

 

 

（５）災害の後の居住確保 

 

【主な取組】 

・ 被災後の市民の居住を速やかに確保するための態勢を整えます。 

・ 被災者への的確な対応に向け、市と都の役割分担の明確化及び協力体制の強化をはじめ、業界

団体などとの協力体制を確立します。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-3- 

(5)-① 
新規 応急仮設住宅等の供給 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課  

取組 

内容 

 市は都に対し、一時提供住宅及び応急仮設住宅の供給を行う場合は、高齢者や障害

者世帯に配慮した設備・構造の住宅とするよう要請します。 

 また、市は入居者の選定にあたっては、都が策定する選定基準に基づき、避難行動

要支援者及び要配慮者の優先入居に努めます。 

 

 

2-3- 

(5)-② 

新規 東京都や業界団体との

連携 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 〇地域福祉課 

取組 

内容 

避難時に、高齢者、障害者などの災害時要配慮者に対し、必要な情報提供や生活支

援など地域の実情に応じた対策を円滑に実施できるよう都を始め関連する団体等と

連携して取り組みます。 

都等と連携し、首都直下地震等の広域災害に対する支援や連絡体制を検討します。 
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2-3- 

(5)-③ 

新規 応急危険度判定員等の

確保 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇建築営繕課 

〇地域安全課 

取組 

内容 

都や関係団体と連携して、市内で活動できる応急危険度判定員との連絡調整を行

い、災害時における体制を整備していきます。 

 

 

2-3- 

(5)-④ 

新規 被災宅地危険度判定員

の確保 

関係課、関係機関等 

◇東京都 〇まちづくり推進課 

〇地域安全課 

取組 

内容 

小金井市災害対策本部が設置される規模の地震又は降雨等が発生した場合、都と

連携して被災宅地危険度判定員を迅速に派遣等できる体制の整備を進めます。（地域

防災計画第２部11-12） 
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４ みどり豊かで持続可能な住宅地の実現 

 

空家等対策計画等を踏まえ、空き家の有効活用や発生抑制、適正管理、空き家所有者等への意識啓発・

相談体制の充実についての取り組みを推進します。 

また、自然環境に配慮し、みどり豊かな住環境の保全・推進や、雨水利用、良質な景観の形成を進め

ます。 

さらに、環境や健康に配慮した住宅の普及のため、各種制度の普及・啓発を図ります。 

 

（１）空家等の適切な維持・管理の推進 

 

【主な取組】 

・ 空き家所有者の抱える課題や発生メカニズム等を分析し、抑制策等を検討します。 

・ 空き家の適正管理を促進するとともに適正に管理が行われていない空家等に対し、生活環境の

保全のため必要な措置を適切に講じます。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-4- 

(1)-① 
新規 空家等の発生予防 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

まちづくり推進課 

取組 

内容 

適切な管理が行われないことにより生じる空家等の問題を周知し、居住段階から

空家等としないように備えることの必要性を啓発します。また、住宅を資産として活

用する方法や、住宅を長期間にわたって使う方法等について情報提供を行うことに

より、空家等を発生させにくい環境づくりを進めます。 

 

 

2-4- 

(1)-② 

新規 空家等の適正管理の促

進 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 資産税課 

環境政策課 ごみ対策課 

都市計画課 道路管理課 

建築営繕課  

（適正管理促進・特定空家等対策部会） 

取組 

内容 

空家等管理の責任は所有者又は管理者にあることから、所有者等による適正な管

理をすることにより、管理不全となる空家等の増加を防ぎます（適正管理促進・特定

空家等対策部会）。 
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2-4- 

(1)-③ 
新規 特定空家等への対応 

関係課、関係機関等 

〇地域安全課 

取組 

内容 

適正に管理されず、特定空家等と認められる空家等に対しては、法に基づき助言・

指導、勧告等の措置を行うことで、生活環境の保全を図ります。 

（２）空家等の活用に向けた取り組みの支援 

 

【主な取組】 

・ 協定を締結した関係団体と連携して、空き家等の既存ストックの有効活用を促進するとともに、

所有者等に対して適切な情報提供を行います。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-4- 

(2)-① 
新規 空家等の利活用の促進 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 

 コミュニティ文化課 地域福祉課 

子育て支援課 生涯学習課 

（利活用促進部会） 

取組 

内容 

資産活用に対する情報提供や相談機会の充実など、賃貸・売買に際しての後方支援

を行うことにより、空家等の円滑な市場流通や地域活性に資する空家等の有効活用

を促進します。（利活用促進部会） 

 

 

2-4- 

(2)-② 

新規 空家等に関する相談機

会の充実 

関係課、関係機関等 

〇まちづくり推進課 地域安全課 

取組 

内容 

「小金井市における空き家の有効活用、適正管理等の推進に関する協定」を締結し

た関係団体と連携し、住民等からの空家等に関する様々な相談に応じる機会を充実

させ、空家等の発生予防や空家等の適正管理、空家等の利活用の促進など、空家等対

策の全体にわたって、情報提供及び助言等の必要な支援を行います。 
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（３）緑・水辺環境の保全 

 

【主な取組】 

・ 浸水被害の防止、地下水・湧水の保全・回復などを目的とした、雨水浸透ますや雨水貯留施設

の設置を促進します 

・ みどり豊かな住環境の形成のため、生け垣造成の助成を普及させるとともに、「みどりの基本計

画」と連携しみどり豊かな住環境の形成を図ります。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-4- 

(3)-① 
生け垣造成助成の継続 

関係課、関係機関等 

〇環境政策課 

取組 

内容 

宅地内緑化を促進するため、住宅の生け垣造成への助成を普及するとともに、生け

垣所有者への保存生け垣への指定を推進します。 

 

 

2-4- 

(3)-② 
雨水浸透ます設置助成の継続 

関係課、関係機関等 

〇下水道課 

取組 

内容 

浸水被害の防止・軽減や、地下水・湧水の保全・回復などを目的とした雨水浸透ま

す設置の助成について、継続を図ります。 

 

 

2-4- 

(3)-③ 

雨水貯留施設設置費補助金の

継続 

関係課、関係機関等 

〇環境政策課 

取組 

内容 

庭の水遣り、災害時の利用、地下水資源の利用抑制などを目的とした雨水貯留施設

の設置費補助について、継続を図ります。 

 

 

2-4- 

(3)-④ 

みどりの基本計画と連携した

みどり豊かな住環境の形成 

関係課、関係機関等 

〇環境政策課 

取組 

内容 

みどり豊かな住環境の形成を図るため、国分寺崖線や野川、玉川上水の水辺といっ

た市域の特徴的なみどりや、幹線道路の街路樹、公園の緑の保全、宅地内緑化の促

進、屋上緑化・壁面緑化の促進について、「みどりの基本計画」と連携しながら取り

組みを進めます。 
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2-4- 

(3)-⑤ 
新規 良好な景観の形成 

関係課、関係機関等 

〇都市計画課 まちづくり推進課 

道路管理課 

取組 

内容 

東京都と連携して、統一感があり、落ち着きと潤いある住環境の形成・保全を促進

するため、地区計画等を活用し、良好な景観形成への誘導を図ります。（都住宅マス

タープランＰ108） 

また、「東京都屋外広告物条例」に基づく規制や、無電柱化、風致地区としての景

観の維持等を東京都と連携して推進します。 

 

 

（４）住宅の省エネ化の促進 

 

【主な取組】 

・ 環境に配慮した住宅の普及を図るため、住宅用新エネルギー機器に対する助成を継続するとと

もに、東京都と連携して環境性能の高いエコハウスの普及に取り組みます。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-4- 

(4)-① 

住宅用新エネルギー機器等普

及促進助成制度の継続 

関係課、関係機関等 

〇環境政策課 

取組 

内容 

環境に配慮した住宅の普及を図るため、太陽光発電設備など新エネルギー機器の

設備に際し、設備費用の一部を助成する「住宅用新エネルギー機器等普及促進助成制

度」の継続を図ります。 

 

 

（５）健康に配慮した住宅の普及 

 

【主な取組】 

・ 東京都のガイドラインの普及・啓発により健康に配慮した住宅の普及に努めます。 

主担当には〇、実施主体には◇ 

2-4- 

(5)-① 

住まいの健康配慮ガイドライ

ンの普及・啓発 

関係課、関係機関等 

◇東京都 環境政策課 

 

取組 

内容 

家具や建材に含まれる化学物質などによる健康被害を防ぎ、健康で快適に暮らす

ことができるよう、東京都の「住まいの健康配慮ガイドライン」の普及・啓発に努め

ます。また、健康被害につながる化学物質について、市のホームページなどでも情報

提供に努めます。 

 


